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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

国家開発計画として位置づけられている「成長及び貧困削減に関する戦略文書」(Document de la 
Stratégie de croissance et de Réduction de la Pauvreté : DSRP)、いわゆる貧困削減戦略書 (PRSP) 
は、中間報告書 (DSRP-1) が採択されてから 3 年後の 2006 年 7 月にその完成版が発表された。現

在、当該文書は、「コ」国におけるあらゆる開発計画の 上位計画に位置づけられている。具体的な

戦略の中心となる柱として、以下の項目が挙げられている。 

① グッドガバナンスと恒久平和 
② マクロ経済安定化と成長 
③ 社会サービスへのアクセス改善と脆弱性削減 
④ ヒト免疫不全ウイルス/後天性免疫不全症候群 (HIV/AIDS) 対策 
⑤ コミュニティの活性化推進 

この中で、運輸セクターに関連するものは③の「社会サービスへのアクセス改善」である。これを受

けて大統領は、インフラ、雇用、教育、水・電気、保健の 5 つの優先分野を挙げ、重点的に復興を進

めようとしておりインフラ整備はその中で 優先課題分野である。本案件ポワ･ルー通りは、キンシャサ

市の道路インフラを対象とする上位計画に盛り込まれている。 

さらに、インフラ公共事業復興省作成の 2008 年～2009 年インフラ整備プログラムは、国道、市内

道路、公共施設及び鉄道に関する整備計画である。この中でキンシャサ市内道路に関して、表 3-1
の開発計画が策定されている。 

表 3-1 キンシャサ市内道路整備計画概要 

分 類 内 容 
自国資金による開発 市内幹線 10 路線の改良・改修及び排水改良工

事：9.98 百万 US$ 
他国ドナーによる開発 市内幹線 26 路線 149.35 ㎞の改良・改修、ポワ･ル

ー通り 12km に関して日本政府に要望済み。 
侵食対策 道路に影響する 4 地域の侵食対策工 
橋梁補修 橋梁補修として 0.4 百万 US$ 

出典：インフラ公共事業復興省作成 2008 年～2009 年インフラ整備プログラム 

(2) プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、上記目標を達成するためにポワ･ルー通りの改修を行うことによって、交通の流

れ、及びポワ･ルー通りと接続する道路とのネットワークに改善するとともに、プロジェクト全体の有効な

運営・維持管理について必要な提言を行うこととする。これにより、プロジェクトの上位目標である「社

会サービスへのアクセス改善と脆弱性削減」に資することが期待できる。 
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3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

1984年の国勢調査時270万人の人口は、25年経た現在では700万～800万人とも言われている。

道路を含むインフラ施設整備が人口増に追いつかないまま、居住地が南部の丘陵地、ンジリ地区及

びンジリ飛行場周辺部と延伸していった。このような都市進展の中でポワ･ルー通りは、東の空港付近

と町の中央を結ぶ都市幹線道路としての交通需要がルムンバ通りとともに大きい反面、朝6時から8時

にかけての北上交通及び、夕刻は南下交通による深刻な渋滞が社会問題となっている。これら渋滞

の理由として、「ポワ･ルー通りは路面の剥離、劣化が著しく、これらを迂回する車両が円滑な交通を

妨げている。また、荷車などの低速車及び故障車が多く、著しく通行を阻害している。さらに、バス、タ

クシー等の停車帯が整備されていないため、いたるところで駐車し交通を乱している。交差点問題とし

て、ナバルと14番道路の交差点が挙げられ、方向転換の車が後続車の流れを阻害している。」等があ

げられる。このような種々の問題によって、渋滞時の通行速度は5～10km/hrで、平均して8km/hr未満

である。本計画により道路が整備されれば、時速30～40km/hr程度での通行が可能であり、現在の3
倍程度の交通量を確保できる。対象区間である12kmを整備することにより、社会問題化してきた深刻

な渋滞を解消できる。 

また、都市道路の一区間を整備する場合、本来はマスタープラン、F/S等のプロジェクトを経て道路

整備プロジェクト化すべきであり、目標年 (15年あるいは20年先) を見通した都市計画の中で相手側

と協議し、優先的に整備すべき路線・区間を選定するのが一般的流れである。しかし、社会問題化し

ているポワ･ルー通りの現状を勘案すると、一般的調査を待つだけの時間的余裕もなく緊急復興案件

として認識されたプロジェクトである。 

以上を鑑みた基本設計方針としては下記のとおりである。 

① 工事に制約を与える支障物件の撤去・移設を 小限にする。 
② 高速車と低速車の車両を分離する。 
③ 計画道路は2車線を基本に、路肩まで本線と同じ路盤構成と排水側溝を設置することとしし

た計画道路は、もし仮に将来4車線化されても、その実現に掛かる負担を軽減する道路構造

とする。 

(2) 自然環境条件に対する方針 

ポワ･ルー通りが位置する地域は、コンゴ川の河口から約700km上流の沖積平野に位置し、標高は

200～300m程度の範囲にある。「コ」国の季節は雨期と乾期の二つからなり、一年のうち8ヶ月間は雨

期である。ポワ･ルー通りの勾配の緩い区間では、側溝等の排水施設が十分に備わっていないため、

降雨によって道路面に水溜まりが発生し、通行を阻害する要因となっている。 

また、沖積平野に位置するため、地形の低い区間では粘性土が堆積している。 

自然環境条件に対する方針は以下のとおりである。 

① 現況調査結果に基づき、 適な道路改修計画を立案する。 
② 地下埋設物 (石油パイプ、電気、電話) の試掘調査結果、及び地形測量結果に基づき、
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支障物件、並びに非自発的住民移転などの先方政府負担を極力小さくする道路の平面線

形及び縦断計画を行う。 
③ コンクリート舗装されている区間の原地盤は支持力の低い粘性土であるため、コンクリート版

とともにその下位の粘性土を撤去し、新規舗装を構築する計画とする。 
④ 地下水位が比較高く、粘性土が堆積している区間では、透水性の良い砕石に置き換える計

画とする。 
⑤ 既存排水系統調査結果、及び現地の降雨条件に基づいて道路排水施設を計画する。 
⑥ 交通量調査、地盤調査及び材料性状試験結果に基づいて舗装構造を計画する。 
⑦ 降雨時期、降雨量を考慮した施工計画を立案する。 

(3) 社会経済条件に対する方針 

ポワ･ルー通りは、大型倉庫、港湾施設、工場などが隣接する工業地域に位置している。特に始点

から3km付近の鉄道橋までの近隣施設は、建物と道路は近接し、1950年代の地形図においても市街

地化されており、古い時代に形成されたことがうかがえる。一方、鉄道橋からルムンバ通りまでの近隣

施設は、比較的新しい時代に建設され、建物と道路の距離は十分余裕がある。また、倉庫や工場施

設ばかりでなく、市場等の商業地も隣接している。 

社会経済条件に対する方針は以下のとおりである。 

① 現道を利用する歩行者や荷車に対して配慮した車道構成を計画する。路肩巾 2.0m の区間

では、縁石を設置して一般車両と荷車を分離させる。 
④ 対象道路の現在及び将来の交通量、大型車両の混入率を考慮した舗装設計を行う。 
⑥ 大型車両が流入する交差点は、通過車両の安全性を考慮して交差点改良を行う。 
② 沿道の土地利用(宅地、商店)を考慮したアクセス道路を計画する。 
③ 新設する側溝が周辺住民の活動へ影響しないよう、民家・商店等への入り口部には側溝蓋

を計画する。 
⑤ 歩行者の安全性を考慮した安全施設(歩道、横断歩道)及び道路標識を計画する。 
⑦ 建物が近接している区間での施工は、一般車両や歩行者との距離が近いため、特に安全

性を配慮した施工計画を考慮する。 

(4) 建設事情/調達事情に対する方針 

1) 建設事情に対する方針 

事業を実施する上で必要な工事関連手続きとしては、日本のように管轄する市役所、警察等へ

の許認可手続きは不要である。特に、道路工事に伴う道路使用許可等は、事業主が全ての責任

と権限を有している。ただし、日本側の建設業者及びコンサルタントは、工事中の安全確保をより

徹底するため、安全管理に関する情報収集・伝達を目的に、安全管理･安全対策要員をキャンプ

ヤードに配置し、更に日本人技術者の現場随行員として警備要員も配置する計画とする。 

事業の実施に際しては市役所、警察署に対し、資材運搬の経路及び作業時間等について、適

宜説明を行う方針とする。 
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2) 調達事情に対する方針 

主要な建設資材である道路用骨材、瀝青材、セメント、鉄筋、コンクリート用骨材、木材等は、現

地生産品または輸入品が市場に流通しており、購入が可能であることから、「コ」国内での調達とす

る。 

コンクリート管及び縁石等の二次製品については、現地で製造されていないことが確認されたこ

とから、日本または第三国より鋼製型枠を調達し、現地で製造する。 

建設機械については、「コ」国では建設業者が各種建設機械を数台ずつ保有しており、工事の

種類により各業者間で融通し合っている。本工事に使用する建設機械のうち、一部の機械を除き

「コ」国内で調達が可能であるが、現地建設業者から調達可能な機械は、能力不足や整備状態が

悪いことから本計画でのリースは期待出来る状態にはないものも数多くある。限られた期間での工

事を考慮し、主要建設機械は日本から調達することを基本とする。 

(5) 現地業者の活用に対する方針 

「コ」国では、建設業者はカテゴリーA (15社)、カテゴリーB (39社)、カテゴリーC (61社) 及びカテゴ

リーD (94社) の4段階に分類されている。カテゴリーAに分類される業者は、人材及び建設機械を保

有しており、道路局から委託され市内道路のメンテナンス工事を実施している。このことから、本プロジ

ェクト請負業者の下請として活用することが可能であり、現地施工業者を有効に活用する方針とする。 

(6) 運営・維持管理に対する方針 

本計画の責任官庁はインフラ・公共事業・復興省である。同省は本計画の実施機関であるインフ

ラ・公共事業・復興省インフラユニットを監督する機関である。インフラユニットは、インフラ・公共事業・

復興省の機能強化と道路・公共施設セクターの業務推進強化を目的として、2004年1月4日発行の省

令により設立された。現在は、世銀のPRO-ROUTEのプロジェクト調整ユニット機能 (PMU) を兼ねな

がら、アフリカ開銀及びクエート資金の援助案件の調整を行っている。上記の融資案件に対してPQ・

入札・契約管理等に実施機関としての立場で臨んでいることから、施主代理能力を十分有すると判

断される。 

また、プロジェクトを技術的な面で管理していく立場にあるのが、道路公社である。現在は、インフ

ラ・公共事業・復興省内の独立機関として、幹線道路の維持管理、直営改修工事を行っている。ポ

ワ･ル-通りに関しては市内道路であるが、国道としてキンシャサ州と隣接する州を結ぶ機能を有してい

ることにより幹線道路と位置づけられ、プロジェクト完成後の維持管理は道路公社の管轄となる。この

道路公社内に機械局があり、同局付属の建設機械中央アトリエがポワ･ルー通り沿道に建設されてお

り、同局での登録建設機械台数は、1348台でうち840台が稼働状態にあることから、十分な道路の維

持管理能力を有すると判断される。 

以上のように、プロジェクト運営機関をインフラユニット、施設完成後の維持管理機関を道路公社と

する方針とする。 

3 - 4 



(7) 施設のグレード設定に係る方針 

当該道路の道路等級に応じた幅員構成及び設計条件を設定する。設計基準は、「コ」国の基準に

準ずるが、我が国や海外で一般的な米国や仏国基準を参照して設計を行うこととする。 

(8) 工法・工期に係る方針 

本計画における施工上の基本方針は以下のとおりである。 

① 先方からの強い要望である早期着工を視野に入れた施工計画とともに、効率的な事業実施

スケジュールを考慮する。 
② 施工区分は、各区間完了後に接続道路とネットワークが結ばれ、プロジェクト効果が発現さ

れることを想定して計画する。 
③ 先方政府による支障物件の移設工事工期内完了に向けて、実施機関との調整を密に行い

ながら円滑な施工を立案する。 
④ 施工方法及び工事工程は、現地の気象、地形、地域特性等自然条件に適した計画を立案

する。 
⑤ 相手国側の維持管理能力を考慮し、特殊な建設機械や技術を必要としない一般的な施工

方法を計画する。 
⑥ 施工計画の策定にあたっては、社会環境及び交通安全確保に十分配慮する。 
⑦ 本計画が円滑に実施されるよう「コ」国政府、現地 JICA 支所、コンサルタント、建設業者間に

緊密な連絡網を構築する。 

(9) 社会環境配慮に係る方針 

本プロジェクトは、既存道路の改修を行うものであり、プロジェクト実施による自然環境及び社会環

境への影響は少ないと考えられるが、計画・設計にあたっては以下の事項に留意して、環境・社会へ

の影響を 小限に抑えることとする。 

① 市街地区間では、粉塵、騒音、及び振動をできるだけ抑える施工方法とする。 
② 騒音・粉塵を発生するプラント等は、周辺に宅地がない地域に設置する。 
③ 工事により発生する廃材は、適切な場所に運搬・処分する。 
④ プラントから発生する廃水は、適切に処理し河川等に排水する。 
⑤ 景観に配慮して、樹木の伐採を極力控えるようにする。 
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3-2-2 基本計画 

(1) 全体計画 

計画の範囲は、中央駅広場のポワ･ルー通りとデ・アントレプリズ通りの交差点に位置する電柱を始

点とし、ルムンバ通りと接続するまでの 11.92km の改修及び道路排水施設、道路付帯施設とする。 

当該道路整備が既存道路の改修であるため、平面線形及び縦断線形については、既存道路の

線形を基本的に維持するものとし、大幅な変更は行なわないこととする。 

設計の基本方針に対する計画の概要を下表に示す。 

表 3-2 計画概要 

計画項目 計画内容 

計画対象区間 11.92km 
アスファルトコンクリート表層 7 cm (本線)、4cm(路肩) 

表層工 
2 層式アスファルト表面処理：DBST(歩道) 
上層路盤 25cm(粒度調整砕石) 

舗装構造 
路盤工 

下層路盤 17～30cm(クラッシャーラン砕石) 
地下排水工 PK0+000-PK2+900 置換材 45cm (クラッシャーラン) 

PK0+000-PK3+540 ：8.00m(車道 3.50m×2、路肩 0.5m×2) 
PK3+540-PK10+330 ：11.0m(車道 3.50m×2、路肩 2.0m×2) 
PK10+330-PK11+327 ：7.50m(車道 3.50m×1、路肩 2.0m×2) 

幅員構成 

PK0+000-PK0+602 ：8.00m(車道 3.50m×2、路肩 0.5m×2) 

道路排水施設工 

U 字側溝 ：全線に渡り新設(コンクリート製、オープン/蓋付き) 
道路横断暗渠 ：19 箇所(ボックスカルバート 900mm×900mm) 
吐口工 ：1 箇所 
集水桝工 ：71 箇所 

道路付属施設工 路面区画線、横断歩道、防護柵、道路標識、鉄道橋前バリア(鉛直面
標示)、鉄道橋の橋脚補修補修、鉄道横断工 

(2) 設計条件の設定 

1) 設計基準 

ア 道路設計基準 

本計画の設計基準は、「コ」国で一般に使用されているインフラ・公共事業・復興省発行のプ

ロジェクト道路基準「OFFICE DES ROUTES，PROJET DES NORMES ROUTIERES」を考慮す

る。 
しかし、一部設計基準については詳述されていないため、必要に応じ日本の「道路構造令の

解説と運用」等に準拠し計画する。 

① 「コ」国プロジェクト道路基準設計 ： OFFICE DES ROUTES，PROJET DES NORMES 
ROUTIERES 

② 道路構造令 ： 道路構造令の解説と運用 (社)日本道路協会 

本設計に使用する設計条件は、表 3-3 に示すとおりである。 
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表 3-3 道路の設計条件 

設計定数 事項 単位 
PK0+000~PK3+540 PK3+540~PK10+330 

設計速度 Km/h 40 60 
車道幅 m 2×3.5 2×3.5 
路肩幅 m 2×0.5 2×2 
歩道幅 m 2×(1.0～2.0) 2×(1.0～2.0) 

大縦断勾配 % 7 5 
曲率 少半径 m 60 150 

イ 舗装設計基準 

本線の舗装計画の設計基準は、「コ」国で一般に使用されているインフラ・公共事業・復興省

発行のプロジェクト道路基準「OFFICE DES ROUTES，PROJET DES NORMES ROUTIER」を

考慮する。また、舗装構成を検証するために ASSHTO 舗装設計を参照する。 

① 計画舗装構成 

イ ン フ ラ 省 発 行 の プ ロ ジ ェ ク ト 道 路 基 準 「 OFFICE DES ROUTES ， PROJET DES 
NORMES ROUTIERES」に基づいた推奨舗装構成は下表のとおりである。 

表 3-4 計画舗装構成 

数値単位：cm 
路床クラス 

設計交通量 構 成 
S2 S3 

表 層 7BB 7BB 
T4 上層路盤 

下層路盤 55BF 45BF 

T4 ： ESAL 4×106 <T4 <1×107, S2:10<CBR<15, S3:15<CBR<30 
BB=アルファルトコンクリート, BF＝砕石による路盤 

② ASSHTO 舗装設計指針 

AASHTO のアスファルト舗装設計方法における設計条件は、表 3-5 に示す。 
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表 3-5 AASHTO の舗装の設計条件 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ *1 
区 間 

項 目 PK0+000~
PK2+900 

PK2+900~ 
PK11+327 

PK0+000~ 
PK0+602 

設計期間 ： 15 年 
交通荷重 (W18) ： ESCAL 16.67×106 

： 95% 
：ZR - 1.645 信頼性 (R) 
：S0 0.4 
：P0 4.2 

供用性基準 
：Pt 2.0 

路床土復元弾性係数 ：MR=1,500×CBR CBR20 以上 CBR15 CBR26 
：アスファルトコンクリート 0.44 
：粒状上層路盤 0.14 (粒度調整砕石) 舗装の層係数 
：粒状下層路盤 0.13 (クラッシャーラン) 
：粒状上層路盤 0.9 

排水係数 
：粒状下層路盤 0.9 

*1：ランプ部(ルムンバ通り～ポワ・ルー通り) 

ウ 排水施設設計基準 

道路排水施設の設計は、既存施設の排水状況及び降雨条件により計画を行なうものとし、可

能な限り現状の排水施設を活用する。排水施設を新設、活用及び取り替える場合は、路面の帯

水状況や隣接地からの排水状況を把握し、排水計算を行い施設の規模を決定する。また、降

雨強度は、キンシャサ市内東西幹線道路建設計画調査のデータを適用した。設計条件は、表

3-6 に示す通りである。 
表 3-6 排水の設計条件 

排水施設の種別 降雨確率年 降雨強度(mm/h) 

路面排水 5 年確率 164 
隣接地 5 年確率 109 

雨水流出量の計算は合理式 (ラショナル式)、道路排水施設サイズの計算はマニングの流速

式を適用する。 
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(3) 施設計画 

1) 道路幾何構造 

道路幾何構造は、道路規格及び設計基準に基づき、「コ」国道路標準設計及び道路構造令に

準じて、表 3-7 に示すように設定した。 

表 3-7 決定した道路幾何構造基準 

項  目 PK0+000-
PK3+540

PK3+540-
PK11+327

PK0+000-
PK0+602*1 適用した基準 

車 道 幅 員 (m) 3.50 3.50 3.50 「コ」国道路標準設計

路 肩 幅 (m) 0.5 2.00 0.5  
歩 道 幅 (m) 1.0-2.0 1.0-2.0 1.0-2.0  
設 計 速 度 (km/h) 40 60 60 道路構造令 

小平面曲線半径 (m) 60 150 150 〃 
小 平 面 曲 長 (m) 70 100 100 〃 

小縦断曲線半径 凸型 (m) 450 1,400 1,400 〃 
小縦断曲線半径 凹型 (m) 450 1,000 1,000 〃 
小 縦 断 曲 線 長 (m) 35 50 50 〃 
大 縦 断 勾 配 (%) 9.0 7.0 7.0 〃 

標 準 片 勾 配 (%) 6.0 6.0 6.0 〃 
「コ」国道路標準設計 ： OFFICE DES ROUTES，PROJET DES NORMES ROUTIER 
道路構造令 ： 道路構造令の解説と運用 (社)日本道路協会 
*1：ランプ部 (ルムンバ通り～ポワ・ル-通り) 

標準断面の区間割りは、図 3-1 に示すとおりである。 
 

コンゴ河

PK1

PK2

PK3

PK4

PK5

PK6

PK7

PK8
PK9

PK10

PK11

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1 標準断面による区間分割 
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2) 断面構成 

設計方針及び道路幾何構造に基づいて計画した道路標準断面図を図 3-2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PK0+000～PK2+900 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PK2+900～PK3+540 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PK3+540～PK10+330(電柱が歩道内にある場合) 

 
図 3-2(1) 道路標準断面図 
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PK3+540～PK10+330(電柱が歩道外にある場合) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PK3+540～PK10+330 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PK10+330～PK11+327 (ルムンバ通り) 

 
図 3-2(2) 道路標準断面図 
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PK0+000～PK0+602 (ルムンバ通～ポワ･ルー通り) 

図 3-2(3) 道路標準断面図 

3) 平面線形 

道路平面線形は、現道の平面線形を踏襲することを基本とし、沿道の電柱 (街路灯) と埋設石

油パイプが本線部に影響がないように工夫し、道路幾何構造基準に基づく線形要素を加えて設

計した。始点は、中央駅前広場のポワ･ルー通りとデ・アントレプリズ通りの交差点に位置する電柱

からとし、終点は、ルムンバ通りと摺つく位置とする。すなわち終点部は、ルムンバ通りの車道部境

界との接続までを改良の範囲として、健全な車道部は対象からはずしている。 

4) 縦断線形 

道路縦断線形は、PK0+000～PK2+900 区間は鉄道と平面交差する箇所があるため、管理者で

ある ONATRA より依頼された次の 5 箇所以外の鉄道軌道は撤去を前提とし現道舗装天端高さを

維持した(PK0+550, PK2+070, PK2+130, PK2+210, PK2+520)。その他区間では、鉄道平面交差

する 1 箇所以外は、現道路面高に新規舗装分 (アスファルト混合物表層+上層路盤) の笠上げを

基本とし、道路幾何構造基準に基づく線形要素を加えて設計した。 

鉄道軌道との境界は、軌道端より 0.8m であることをヒアリングで確認している。 

5) 舗装設計 

道路幾何構造は、道路規格、設計基準及び地盤調査結果に基づき、対象区間を 3 区間に分

割して設計した。 

AASHTO (米国州道路運輸行政官協会) のアスファルト舗装設計のたわみ性舗装の基本公式

により、3 区間に分割した各区間の舗装指数 (SN) 結果を表 3-8 に示す。 
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表 3-8 区間毎の必要舗装構造指数(SN) 

区間 
条件 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

累積 18kip 等価 
単軸荷重載荷数 (W18) ESCAL 16.67×106 

標準偏差 (Z0) - 1.645 
標準誤差 (S0) 0.4 
供用性指数差 (ΔPSI=P0-Pt) 4.2-2.0 = 2.2 
路床土復元弾性係数 (MR) 22,500 22,500 39,000 
CBR >15 15 26 
必要舗装構造指数 (SN) 3.45 3.45 2.84 

区間Ⅰ : PK0+000～PK2+900 
区間Ⅱ : PK2+900～PK11+327 
区間Ⅲ : PK0+000～PK0+600(ランプ部(ルムンバ通り～ポワ・ロ-通り) 

ア 舗装構造設計 

AASHTO のアスファルト舗装設計方法では図 3-3 の流れで設計を行う。 
 

( 交 通 条 件 ) ( 材 料 条 件 )

現 況 交 通 量 の測 定 

設 計 交 通 量 の推 定 

供 用 期 間 の設 定  

交通量の伸び率推定 

必要舗装厚への換算

必要強度：SN の算定

各 層 の必 要 小 厚

各 材 料 特 性 の把 握

E S A L の 推 定 

軸 重 調 査  (既存舗装強度の算定) 

路 床 支 持 力 の設 定 

各 舗 装 厚 の決 定

既 存 舗 装 構 造 調 査 

気象・他条件の設定  

( アウトプット ) 

* (  ) オーバーレイの場合 

( 自然等条件 ) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-3 AASHTO のアスファルト舗装設計方法 

必要強度は、構造指数(ＳＮ)として表し、下記の基本式から求める。 
 

log10W 18 = ZR * S0 + 9.36*log10(SN+1) - 0.20 +
log10

+ 2.32*log10 MR - 8.07

ΔPSI
(4.2-1.5)

0.4 +
1094

(SN+1) 5.19

 
 
 

ここに、 
W18 ： 供用期間内の 18kip (=8.16t)換算の輪軸通過回数 
ZR ： 信頼性係数  
S０ ： 全体の標準偏差 
MR ： 路床土のレジリエント係数 ＝ CBR × 1500 

ΔＰＳＩ ： 供用性指数の低下分 (例:初期値:Po=4.2､終局値:Pt=2.5 とすると Po-Pt=1.7) 
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イ 必要舗装厚の算定 

各区間の舗装構造は、表 3-9 に示すとおりである。図 3-4 に舗装構成縦断面図を示す。 

表 3-9 区間毎の舗装構造 

計画舗装構造厚 (m) 
表層・基層 上層路盤 下層路盤 

舗装設計 
区間 区 間 区間距離

(km) 
既存舗装
タイプ*1

0.44*2 0.14*2 0.13*2  

施工 
タイプ 

Ⅰ 0+000~2+900 2.90 AC/C/G 0.07 0.25*3 0.25 A 
Ⅱ 2+900~11+327 8.47 AC/B/G 0.07 0.25*3 0.30 B 
Ⅲ 0+000~0+602 0.60 AC/B/G 0.07 0.25*3 0.17 B 

*1 ： AC=Asphalt Concrete、B=Base、G=Natural Ground、C=Concrete 
*2 ： 舗装の層係数 
*3 ： 上層路盤はコンゴで一般的な零期生安定処理工と等価な換算厚さである 
*4 ： ランプ部 (ルムンバ通り～ポア・ルー通り)) 

 

上層路盤 t=250mm

下層路盤 t=250mm

上層路盤 t=250mm

下層路盤 t=300mm

上層路盤 t=250mm 

下層路盤 t=170mm 
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国債 2 年次分： 3,460.0m 国債 1 年次分： 4,480.0m 単年度分： 3,390.0m 単年度分： 602.0m 

アスファルトコンクリート舗装
t = 4.0cm (1 層目) 

アスファルトコンクリート舗装
t = 3.0cm (2 層目) 

路床置換 t=450mm

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-4 舗装構成縦断面図 

ウ 舗装改修工法 

舗装改修工法は、推奨された舗装構造案を基本に以下に示す工法を適用する。 

① 施工タイプ A：既存コンクリート舗装と粘性土を撤去し、既存舗装を打換える場合に適用 
既存の路面高さを維持するためにアスファルト、及びコンクリート舗装を撤去し、粘性土の原

地盤を良質材に置換する。アスファルトコンクリート表層  (7cm)、上層路盤 (25cm)、下

層路盤 (25cm)、及び砕石  (45cm) を敷設する。砕石の厚さは、必要路床厚と同等の

厚さとする。 

② 施工タイプ B：既存舗装を撤去し、新規舗装に打ち換える場合に適用 
既存のアスファルト混合物表層、上下層路盤を撤去し、アスファルトコンクリート表層 (7cm)、
上層路盤 (25cm)、下層路盤 (30cm、または 17cm) 敷設する。 
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PK0+000～PK2+900 (鉄道橋) 

PK2+900～PK11+327 
(ルムンバ通り合流部) 

PK0+000(ルムンバ通り)～ 
PK0+602(ポワ・ルー通り) 

   

施工タイプ A 施工タイプ B 施工タイプ C 

図 3-5 舗装構成図 

(4) 地下排水計画 

1) 地下排水工の選定条件 

地下排水工の選定条件は、下記のとおりである。 

・ 地下排水工を設ける区間 (PK0+000～PK2+900) は、建物が近接しているため、施工する

際の十分な余裕幅はない。そのために、部分的に通行止めしての施工方法を余儀なくされ

る区間がある。一般交通や隣接地への影響を 小限にするため施工性が良い工法を採用

する方針とする。 
・ 排水不良のリスク、及び「コ」国の維持管理能力を考慮する。 

2) 地下排水工計画 

路床、路盤内に浸透する水を遮断する必要がある。地下排水対策として、下図に示す工法で計

画した。粘性土の置き換え材として排水性に富む採石を敷設する。流末部で側溝マスに繋げて排

水させる。 
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断面 A-A 
排水材 (クラッシャーラン 4/60) 

断面 B-B 

A A 

B B 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6 地下水対策工計画図 

 
(5) 道路排水施設計画 

1) 道路排水施設の計画 

道路排水施設は、道路規格及び設計基準に基づき、以下のように決定した。道路排水施設は､

可能な限り既存施設を活用するが、新たに計画する側溝及び横断管のサイズは流量計算に基づ

き計画した。 

ア 設計降雨強度 I 

設計降雨強度は、表 3-6 排水の設計条件に示す降雨強度より、以下のとおりとした。 

・ 路面排水 ： 164 mm/h (5 年確率) 

・ 隣接地排水 ： 109 mm/h (5 年確率) 

イ 雨水流出量の計算 

流出量の計算は、地形図及び現地踏査を基に作成した流域図によって行った。チェックポイ

ント(流末及び流路合流点)での流出量は、以下の合理式により計算した。 

Q = (1/3.6×106)×C×I×a 
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Q ： 流出量 (m3/s) 
C ： 流出係数 (路面：0.9、隣接地：0.75) 
I ： 降雨強度 (mm/h) 
A ： 集水面積 (m3) 

ウ 道路排水施設規模の計算 

側溝及び排水管の規模は、以下のマニング式により検討した。 
V = 1/n×R(2/3)×i(1/2) 

V ： 平均流速 (m/s) 
N ： 粗度係数 (コンクリート側溝：0.015、コンクリート管：0.015) 
R ： 径深 (mm/h) (通水断面積÷潤辺) 
I ： 流路勾配 

チェックポイントでの排水量は、以下の式により計算した。 

Q = A×V 
Q ： 排水量 (m3/sec) 
A ： 通水断面積 (m2) 
V ： 平均流速 (m/sec) 

2) 道路横断カルバート計画 

道路横断カルバートは､ボックスカルバート (内空断面 900mm×900mm) を標準として活用する。

その理由は、コンクリート量が 360 度全巻きパイプカルバートより経済的であること、維持管理が容

易なことを考慮した。既存カルバートのうち、破損しているコンクリート管は新たにボックスカルバー

トに取り替えた。また、既存及び新設カルバートは､「(1)道路排水施設の計画」に基づき排水量の

チェックを行い、道路横断暗渠の形状を決定した。 

本計画で整備する道路横断暗渠一覧を表 3-10 に示す。 
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表 3-10 道路横断暗渠一覧 

パイプ、ボックスカルバート No. 呼称 測点 既設カルバートの 
分 類 ・口 径 利用 取替 新設 

1 P- 0 0 + 170    H900×W900mm
2 P- 1 0 + 340    H900×W900mm
3 P- 1’ 0 + 690    H900×W900mm
4 P- 2 1 + 475 コンクリート φ1,200mm ○   
5 B- 1 1 + 840 ボックス H800×W800mm ○   
6 Pa 1 2 + 060    H900×W900mm
7 Pa 2 2 + 070    H900×W900mm
8 Pa 3 2 + 125    H900×W900mm
9 Pa 4 2 + 135    H900×W900mm

10 Pa 4-1 2 + 195    H900×W900mm
11 Pa 3-1 2 + 208    H900×W900mm
12 Pa 5 2 + 500    H900×W900mm
13 Pa 6 2 + 505    H900×W900mm
14 B- 2 2 + 860 ボックス、H1,000×W1,000mm ○   
15 P- 3 3 + 825    H900×W900mm
16 P- 3’ 3 + 825    H900×W900mm
17 Pa 7 7 + 530    H900×W900mm
18 Pa 8 7 + 565    H900×W900mm
19 P- 4 8 + 060    H900×W900mm
20 B- 3 9 + 070 ボックス、H1,000×W1,000mm ○   
21 P- 5 10 + 035    H900×W900mm
22 P- 6 11 + 044    H900×W900mm
23 P- 7 11 + 090    H900×W900mm

 
3) 道路側溝計画 

既存の道路側溝は、通水断面が小さく、また側溝が無い区間が多い。本計画では、道路

排水施設計画に基づいて、全線に渡り新規側溝を計画した。道路側溝の一覧を表 3-11 に示

す。 
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表 3-11 道路側溝一覧 

 タイプ 呼称 左側側溝 呼称 右側側溝 

新設 コンクリート U 型側溝 A2 0+000～0+170 A1 0+000～0+170 
新設 コンクリート U 型側溝 A4’ 0+250～0+340 A3’ 0+170～0+340 
新設 コンクリート U 型側溝 A4 0+340～0+550 A3 0+340～0+580 
新設 コンクリート U 型側溝 A6 0+580～1+245 A5 0+600～0+690 
新設 コンクリート U 型側溝   A5’ 0+690～1+245 
新設 コンクリート U 型側溝 A8 1+300～1+400 A7 1+300～1+400 
新設 コンクリート U 型側溝 A10 1+400～1+475 A9 1+400～1+475 
新設 コンクリート U 型側溝 A12 1+475～1+650 A11 1+475～1+650 
新設 コンクリート U 型側溝 A14 1+650～1+840 A13 1+650～1+840 
新設 コンクリート U 型側溝 A16 1+840～2+300 A15 1+840～2+300 
新設 コンクリート U 型側溝 A19 2+300～2+860 A17 2+300～2+860 
新設 コンクリート U 型側溝 A21 2+860～3+520 A20 2+860～3+520 
新設 コンクリート U 型側溝 A23 3+540～3+825 A22 3+540～3+825 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-10 3+825～4+062 A24-10 3+825～4+062 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-9 4+062～4+252 A24-9 4+062～4+252 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-8 4+252～5+202 A24-8 4+252～5+202 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-7 5+202～5+602 A24-7 5+202～5+602 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-6 5+602～6+102 A24-6 5+602～6+102 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-5 6+102～6+502 A24-5 6+102～6+502 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-4 6+502～6+850 A24-4 6+502～6+850 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-3 6+850～7+252 A24-3 6+850～7+252 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-2 7+252～7+752 A24-2 7+252～7+752 
新設 コンクリート U 型側溝 A25-1 7+752～8+060 A24-1 7+752～8+000 
新設 コンクリート U 型側溝   A27 8+042～8+060 
新設 コンクリート U 型側溝 A30 8+060～8+582 A29 8+060～8+582 
新設 コンクリート U 型側溝 A32 8+582～9+080 A31 8+582～9+088 
新設 コンクリート U 型側溝 A34 9+080～9+532 A33 9+088～9+532 
新設 コンクリート U 型側溝 A36 9+532～10+033 A35 9+532～10+033
新設 コンクリート U 型側溝 (縦排水) A36-1 10+033   
新設 コンクリート U 型側溝 A36-2 10+033～10+113 R1a 10+033～10+330
新設 コンクリート U 型側溝 R2a 10+350～11+040 R1’a 10+345～11+050
新設 コンクリート U 型側溝   R3a 11+050～11+300
新設 コンクリート U 型側溝   R2b 0+100～0+500 
新設 コンクリート U 型側溝   R1b 0+500～10+032

注) 左側側溝、右側側溝の表示は、起点から終点に向かっての左右を示す。 
呼称 R1a はマテテ橋からルムンバ通りまでの区間、R1b 及び R2b は、ルムンバ通りからポワ･ルー通りを

示す。 
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(6) 道路付帯施設計画 

1) 交差点計画 

ポワ･ルー通りは、東の空港付近と町の中央を結ぶ都市幹線道路としての交通需要がルムンバ

通りとともに大きい反面、朝 6 時から 8 時にかけての北上交通の深刻な渋滞、夕刻は南下交通によ

る深刻な渋滞に悩まされており社会問題となっている。この渋滞の原因の一つとして、方向転換の

車が後続車の流れを阻害しているナバルと 14 番道路の交差点が挙げられる。ナバル及び 14 番道

路の両交差点は、セミトレーラ、一般車両の導流、及び歩行者に配慮し、道路構造令に準じた計

画とし、セミトレーラ (現地で観察された 大のセミトレーラ 6 軸) が安全に曲がれる曲線半径で計

画した。図 3-7 にナバル と 14 番道路交差点の計画図を示す。 示す。 
  
  

滞留長 60m 減速車線長 35m 本線シフト長 40m

至 終点
至 始点

本線シフト長 30m
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

ナバル交差点ナバル交差点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

14 番道路交差点 

 
図 3-7 交差点計画図 

滞留長 60m 減速車線長 35m 本線シフト長 40m

至 終点至 始点

本線シフト長 35m

・ 付加車線幅 ： 3.5m 
・ 滞留長 ： 60m 
・ 減速車線長 ： 採用値：35m 
・ 本線シフト長 ： 採用値：40m 

・ 付加車線幅 ： 3.5m 
・ 滞留長 ： 60m 
・ 減速車線長 ： 採用値：35m 
・ 本線シフト長 ： 採用値：40m 
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2) バス停 

ポワ･ルー通りには、バス乗客の乗降する場所が 34 箇所(1 箇所/片方向)あるが、バス停とし

ての専用スペースはない。車道においてバス乗客の乗降が行われるために後続車の通行が

阻害され渋滞の原因となっている。検討の結果、バス停設置は 22 箇所 (1 箇所/片方向) とし

た。検討結果は表 3-12 のとおりである。 

表 3-12 バス停設置箇所 

現状 コメント (左側) コメント (右側) 

PK バス停呼称 近接状況 PK 物理的コメント 機能的コメント 判定 PK 物理的コメント 機能的コメント 判定

0+500 Sep Congo Sep Congo 前 0+660  利用者なし ×  場所確保不可 利用者なし ×

1+300 Pont BRALIMA Bitshaku 川 1+440 
Toyota の駐車

場があるため設

置困難 
 △ 1+400 鉄 道 軌 道 の撤

去を要する。  ×

1+700 ANTRUAC   場所確保不可  ×
1+660~
1+690 同上 利用者多い ○

2+000 BWAMANDA   同上  ×
1+990~
2+020  利用者はたまに ○

2+300 NDOLO NDOLO  同上  ×
2+240~
2+270  同上 ○

2+650 APOLO   同上  ×
2+630~
2+660  市場への通りに

面する ○

3+350 BARAMOTO NAVALE 3+317~ 
3+347 

交 差 点 改 良 範

囲外へ移設 利用者多い ○
3+317~
3+347

交 差 点 改 良 範

囲外へ移設 利用者多い ○

3+950 POLARD ソトラコ市場前 3+980~ 
4+010  市場の近くで利

用者多い ○
3+980~
4+010  市場の近くで利

用者多い ○

4+700 BAT タバコ工場前 4+725   ○ 4+725   ○

5+700 TP OR 事務所前 5+670   ○ 5+670   ○

6+450 IVECO IVECO 工場前 6+470  利用者多い ○ 6+470  利用者多い ○

7+300 Uzamu ウザム市場前 7+320  市場の近くで利

用者多い ○ 7+320  市場の近くで利

用者多い ○

8+050 14 em Rue  8+225  利用者多い ○ 8+225  利用者多い ○

8+650 15 em Rue  8+670  同上 ○ 8+670  同上 ○

9+300 17 em Rue  9+300  利用者あり ○ 9+300  利用者あり ○

9+850 Safricas  9+820  利用者なし × 9+825  利用者なし ×

10+250 Ponr Matete   場 所 各 位 補 困

難 
近くにターミナル

があるため不要
×  場 所 各 位 補 困

難 
近くにターミナル

があるため不要
×

注) ○：要、△：要考慮、×：不要 

3) 駐車帯 

ポワ･ルー通りにおける駐車帯の整備は、ウザム市場の 1 箇所を考慮する。その理由は、下記

のとおりである。 

・ 公共市場として利用されている市場は利用者が多く、駐車帯の利用頻度が高い。 
・ 市場利用客の乗降による本線の交通障害が解消できる。 
・ 市場への物資運搬積み下ろし作業による交通障害が解消できる。 

駐車帯計画図を図 3-8 に示す。 
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4.5m駐車帯

歩道

車道

20m

蓋付き側溝
縁石 

 
 
 

図 3-8 駐車帯計画図 

4) 非常駐車帯 

対象区間の渋滞原因の一つには、故障車両が車道上に乱雑な駐車をしていることによって後

続車の進行を阻害し、渋滞発生の原因となっている。 

この対策として、非常駐車帯を設置し、車両が故障した場合には速やかな非常駐車帯への駐

車を可能にし、後続車の進行の妨げを防止させるとともに、荷車の一時停車となることを提案する。

ただし、故障車を修理するための場所ではないため、その場合は速やかに移動するべきである。

非常駐車帯設置の間隔は、日本の道路構造令を参照し、500～600m 毎を目安にする。また、幅

員を確保するために排水側溝を蓋掛けする。その他、非常駐車帯より歩道への侵入防止のためガ

ードポストを配置する。 

非常駐車帯の計画図を図 3-9 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

断面 A 

CL

歩道
路肩 車道

縁石
防護柱

非常駐車帯
2.0m 3.5m

歩道

非常駐車帯

車道

路肩
縁石

防護柱

蓋付き側溝

15m

防護柱

断面 A  

 
図 3-9(1) 非常駐車帯計画図 (タイプ 1) 
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断面 A 

 

蓋付き側溝

15m

防護柱

側溝

歩道

非常駐車帯

車道

路肩

3.5m0.5m歩道
非常駐車帯

CL

路肩 車道

防護柱

断面 A  

図 3-9(2) 非常駐車帯計画図 (タイプ 2) 

5) 鉄道橋補修 

現地調査の結果、PK2+900 に位置する鉄道跨線橋の既存コンクリート圧縮強度は、十分な強

度を有していることを確認した。しかし、コンクリート表面が剥離し、鉄筋が露出している箇所が散

見されている。構造物としての健全度は保たれているが、今後の老朽化を防ぐために、橋脚のコン

クリートが剥離し、鉄筋が露出している箇所については無収縮モルタルで断面を補修する計画と

する。 

また、跨線橋の前後には、車両の

衝突防止としてバリア (H 形鋼製) 
を設置する計画とする。 

4.0m

鉄道橋前に設置するバリアのイメ

ージを図 3-10 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-10 バリアイメージ 
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6) 取付道路 

対象道路の沿道は、接続道路、及び工場・倉庫等と隣接しているため、既存の接続道路、現状

で乗り入れされている施設への取付道路を計画した。取付道路のタイプは以下の 3 タイプ区分し

計画する。 

・ 取付道路 (現況は舗装) 
・ 取付道路 (現況は土道) 
・ 乗り入れ部 

7) 交通安全施設 

ア ガードポスト 

非常駐車帯の車両進入防止、車両の路外逸脱防止、歩行者等の保護を目的に、ガードポス

ト設置を計画した。 

イ 路側標識 

道路標識は、道路構造を保護し、道路交通の安全と円滑を図るうえで必要不可欠である。道

路利用者に対して、必要な警戒、規制または指示に関する情報を伝達することを目的に道路標

識を計画した。 

ウ 路面標示 

路面表示は、中央線(白線)、路側線(白線)、停止線を設置した。中央線及び路側線は全線

に設置し､停止線は 2 つの交差点改良部分、及び当該道路と交差する接続道路に設置した。ま

た、横断歩道も適宜計画している。 

8) キロポスト 

「コ」国国道としての位置づけ、道路維持管理への活用の観点から、一定間隔でキロポスト設置

を計画した。 
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3-2-3 基本設計図 

本計画に基づく全体位置図を次頁に掲載する。また、基本設計図の内容は表 3-13 に示すとおり

である。全体位置図、平面図、縦断図、横断面図及び構造一般図等は、添付資料 7-7 に掲載する。 

表 3-13 基本設計図目録 

図面番号 図面名称 枚数 

 CG-BD-A1 目次 1 
 CG-BD-B1 位置図 1 
 CG-BD-C1 標準断面 2 
 CG-BD-D1 平面・縦断図 18 

CG-BD-D19 交差点平面図 2 
 CG-BD-E1 排水工 1：U 型側溝 1 

 CG-BD-E2 排水工 2：集水桝 1 

 CG-BD-E3 排水工 3：ボックスカルバート 1 
 CG-BD-F1 付帯工 1：バス停 2 
 CG-BD-F3 付帯工 2：駐車帯 1 
 CG-BD-F4 付帯工 3：非常駐車帯 2 
 CG-BD-F6 付帯工 4：取付道路 3 
 CG-BD-F9 付帯工 5：防護柵 1 
 CG-BD-F10 付帯工 6：交通標識 2 
 CG-BD-F12 付帯工 7：区画線 1 
 CG-BD-F13 付帯工 8：縁石 1 
 CG-BD-F14 付帯工 9：擁壁 1 
 CG-BD-F15 付帯工 10：鉄道横断 2 

合 計  43 

 
3-2-4 施工計画 

3-2-4-1 施工方針 

本計画は日本国の無償資金協力の枠組みで実施される。よって、施工方針として下記の事項を

考慮する。 

① 早期着工、及び施工性を考慮した事業実施スケジュールである単年度と国債の組合せと

する。施工順序は、まず終点から 14 番通り交差点まで(PK7+940-PK11+327 及びランプ部

の PK0+000-PK0+602)、次に 14 番通りからナバル交差点まで(PK7+940-PK3+460)、 後

にナバル交差点～始点まで(PK3+460-PK0+000)とする。 
② 早期着工を視野に入れた雇用機会の創出、技術移転の促進、地域経済の活性化に資す

るため、現地の技術者及び労務者を 大限に活用する。 
③ 道路工事は効率的な資材の搬入と機材の稼働に基づいた仮設計画を立案する。そのた

め現地の地形、地質状況等を十分に把握し計画に反映させる。 
④ 降雨形態、資機材調達に必要な期間、適切な施工方法の採用等を考慮し現実的な施工

計画を立案する。 
⑤ 市街地区間では迂回路を計画することが困難なこと、特に、始点からナバル交差点
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(PK0+000～PK3+540) の区間、建物が近接している観点から困難である。したがって、現

況交通を著しく遮断しないような片側交互通行での施工を計画する。 
⑥ 当該工事が円滑に実施されるよう、「コ」国政府、コンサルタント及び施工業者間に緊密な

連絡体制を確立する。 
⑦ 現地調達が可能な建設資材及び建設機械は、極力これを使用することとする。 

 
3-2-4-2 施工上の留意事項 

道路改修工事の実施に際し、留意すべき事項を以下に示す。 

(1) 労働基準の遵守 

施工業者は、「コ」国の現行建設関連法規に基づき、雇用に伴う適切な労働条件や慣習を尊重し、

労働者との紛争を防止するとともに工事期間中の安全を確保するものとする。 

(2) 工事期間中の環境保全 

周辺環境に与える影響を考慮して、既存構造物(アスファルトコンクリート舗装、コンクリート舗装、

横断排水構造物)の撤去に伴う廃材処分及び残土処分は、所定の処分場に運搬し処分する。また、

土工事、舗装工事等により発生する粉塵、濁水対策などを考慮する。 

(3) 現場の通信手段の必要性 

本計画現場は、都市道路と位置付けられ、朝夕の交通車両の渋滞、日中の路線バスの往来、沿

線住民の通行移動が行われている状況である。このような中で、施工中、緊急時の一般交通及び沿

線住民の安全確保、工事に関わる要員の安全を確保する上で、通信管理体制を整えるために、

低限必要な通信設備を考慮する。 

(4) 交通安全の確保 

本工事の対象区間は、車両、人力車、歩行者の通行が多いことから、昼夜とも工事作業区間の前

後に交通整理員を 2 名配置し、交通安全を確保する計画とする。 

(5) 安全管理、安全対策 

準備調査の現地調査時の踏まえ、安全管理に関する情報収集・伝達を行う安全対策クラーク、警

備要員への指示を行う指揮者及び日本人技術者の現場随行員として警備要員を配置する計画とす

る。 

また、作業基地内の安全管理・対策として、警備員(2 人 1 組)を昼夜とも(2 交代制)配置する計画と

する。 

(6) 工程調整 

「コ」国側の負担工事の作業進捗を十分に確認・調整する。 
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3-2-4-3 施工区分 

本プロジェクトの道路建設工事に係わる日本側、「コ」国側の施工負担区分は以下のとおりであ

る。 
表 3-14 日本側、「コ」国側負担区分 

負担区分 
項 目 内 容 

日本国 「コ」国
備  考 

資機材の調達 ●  
資 機 材 調 達 

資機材輸送 ●  

作業基地用地の確保 ● 現場事務所、宿舎、資機材置場、
アスファルトプラント、作業場 

土取場・土捨場の確保 ●  
廃材処分場の確保 ●  

準 備 工 

上記以外の準備工 ●  
鉄道信号機・遮断機の
移設区間 ●  

埋設電線移設 ●  
埋設電話線移設 ●  
街路樹伐採･移植 ●  

支障物件の移設 
・撤去及び改修 

周辺に移動スペースが
確保できない簡易店舗 ●  

本 工 事 道路改修工事 ●  

 
3-2-4-4 施工監理計画 

コンサルタントは、日本国政府の無償資金協力の枠組み及びコンサルタント契約に基づき、基本

設計の主旨を踏まえ、実施設計業務、入札業務及び施工監理業務について、一貫したプロジェクト

遂行チームを組み、業務完了まで遅滞なく本計画を遂行する。各業務の主な内容を以下に記す。 

(1) 実施設計業務 

コンサルタントは、「コ」国政府とコンサルタント契約締結後、現地調査を行い同国関係機関と協議

し、協力対象内容の確認を行う。帰国後、実施設計を行う。実施設計の主な内容は以下のとおりであ

る。 

① 詳細設計及び設計図面の作成 
② 調達計画及び事業費の見直し 
③ 工事仕様書等の作成 

上記作業終了後、入札図書について、施主となるインフラ・公共事業・復興省(インフラユニット)の
承認を得る。これらの業務に要する所要期間は、単年度分では 2.90 ヶ月、国債分では 4.90 ヶ月であ

る。 

(2) 入札業務 

インフラ・公共事業・復興省(インフラユニット)は、コンサルタントの補佐の下、一般公開入札により

日本国籍の施工業者を選定する。この入札に参加する「コ」国政府の代理人は、契約に係る承認権
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を持つ者と、技術分野の判断が可能な者である必要がある。入札業務におけるコンサルタントの補佐

業務の内容は以下のとおりである。 

① PQ 公示/審査 
② 入札公示 
③ 入札図書配布 
④ 入札及び入札評価 
⑤ 業者契約締結 

これらの業務に要する所要期間は、単年度分及び国債分はそれぞれ 0.90 ヶ月である。 

(3) 施工監理業務 

常駐施工監理及び施工監理要員を派遣し、施工業者が工事契約、施工計画及び品質管理計画

に基づき実施する工事の施工監理を行う。施工監理の主な内容は以下のとおりである。 

① 施工計画の承認 
② 品質管理 
③ 工程管理 
④ 出来形管理 
⑥ 安全管理 
⑥ 月例報告書の作成、報告 

これらの業務に要する所要期間は、単年度分は 13.00 ヶ月、国債分は 21.00 ヶ月である。 
 
3-2-4-5 品質管理計画 

受注企業は、設計図書(仕様書、図面等)に基づき、強度・寸法の目標値、試験・検査方法及び施

工方法を記した施工計画書を、工事着手前にコンサルタントへ提出する。コンサルタントは、提出さ

れた施工計画書の内容をチェックする。特に各種の試験・検査は、工程管理計画に基づき、試験方

法、実施時期や頻度及び試験・検査の基準となる数値目標を示し、良好な品質の確保に努める。ま

た、コンサルタントは、品質管理の確保に係わる監理基準値等(材質、設計強度、構造、形状・寸法)
を整理し、これらに基づき受注企業から提出される施工計画書の「各種試験・検査方法(案)」の内容

を十分に検討し、品質管理計画を策定する。品質管理項目は表 3-15 に示すとおりとする。 
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表 3-15 品質管理項目一覧 

管理項目 試験方法 試験頻度 
路盤材(砕石) 配合材料  液性限界、塑性指数 配合毎 
   粒度分布(配合)  
   骨材強度試験  
   骨材密度試験  
   大乾燥密度(締固め試験)  
 敷設  密度試験(締固め率) 指定頻度毎 

材料 瀝青材 品質証明書 材料毎 プライムコート・ 
タックコート   保管、散布時の温度 配送毎 
アスファルト 材料 瀝青材 品質保証書・成分分析表 材料毎 
  骨材 粒度分布(配合) 配合毎、1 回/月 
   吸水率 材料毎 
   骨材強度試験  
 配合試験  安定度 配合毎 
   フロー値  
   空隙率  
   骨材空隙率  
   引張強度(Indirect)  
   残留安定度  
   設計アスファルト量  
 舗設  混合時の設定温度 適宜 
   敷均し時の温度 運搬毎 
   サンプリング・マーシャルテスト 1 回/日程度 
コンクリート 材料 セメント 品質証明書、化学・物理試験結果 材料毎 
  水 成分試験結果 材料毎 
  混和剤 品質証明書、成分分析表 材料毎 
  細骨材 絶乾比重 材料が変わる毎 
   粒度分布、粗粒率  
   粘土塊と軟質微片率  
  粗骨材 絶乾比重 材料が変わる毎 
   粒度分布(混合)  
 配合試験時 圧縮強度試験(供試体 Cube) 配合毎 
 打設時  スランプ(Concrete) 打設毎 
   空気量 打設毎 
   温度 打設毎 
 強度  圧縮強度試験(7 日、28 日) 指定頻度毎 
鉄筋 材料  品質証明書、引張強度試験結果 ロット単位 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 道路建設用資・機材 

下記の方針に基づき現地調査を行った結果、本工事に使用する瀝青材、舗装用骨材、コンクリート

材料、木材等の主要資材のほとんどが「コ」国内で生産されているか、輸入品の調達が可能である。主

な工事用資材調達区分は、表 3-16 に示すとおりである。 

① 可能な限り現地生産品を調達する。 
② 輸入品が当該国の市場に恒常的に流通している場合は、これを調達する。 
③ 現地調達が困難な資材については、本邦または第三国からの調達とする。調達先につ

いては、価格、品質、納期等に留意して決定する。 

表 3-16 主要資材の調達区分 

調達区分 
資材名称 

現地 日本国 第三国
備  考 

瀝青材 ●    
セメント ●    
舗装用骨材 ●    
鉄筋 ●    
コンクリート用骨材 ●    
雑割石 ●    
木材(合板、角材、板材) ●    
燃料 ●    
油脂類 ●    
ペイント ●    
形鋼、鋼管 ●    
路面表示用塗料  ●   
無収縮材  ●   
仮囲い  ●   

(2) 道路建設用資・機材 

下記の方針に基づき現地調査を行った結果、「コ」国では建設業者が各種建設機械を数台ずつ

保有しており、工事の種類により各業者間で融通し合っている。本工事に使用する建設機械のうち、

一部の機械を除き「コ」国内で調達が可能であるが、現地建設業者から調達可能な機械は能力不足

や整備状態から本計画でのリースは期待出来る状態にはないものも数多くある。 

主な工事用機材調達区分は、表 3-17 工事用機械調達区分に示すとおりである。 

① 現地建設業者が保有する建設機械をリースする。 
② 現地調達が困難な場合は、本邦または第三国からの調達とする。調達先については、

調達の容易性、輸送費、リース料に留意して決定する。 

3 - 30 



表 3-17 主要工事用機械調達調達区分 

調達先 理  由 
機械名称 規格等 

現地 日本 第三国  

ブルドーザ 普通 3t、15t、21t 級 ● 現地で調達可能な機材は老朽化
が著しいため日本調達とする 

バックホウ 0.28m3、0.45m3、0.8m3 ● 同上 
ホィールローダ 普通型、山積 2.1m3 ● 同上 
ダンプトラック 普通・ディーゼル、4t&10t 積 ● 同上 
クレーン装置付トラック 6t 積、2.9t 吊 ● 同上 
セミトレーラ 25t 積み ● 同上 
トラッククレーン 油圧伸縮ジブ型 16t 吊 ● 同上 
大型ブレーカ(単体) 油圧式 600～800kg 級 ● 同上 
モータグレーダ ブレード幅 3.1m ● 同上 
ロードローラ マカダム 10～12t ● 同上 
タイヤローラー 8～20t ● 同上 
振動ローラ ハンドガイド式 0.8～1.1t ● 同上 
振動ローラ 搭乗式コンバインド型 3～4t ● 同上 
コンクリート圧砕機 開口幅 735～850mm ● 同上 
アスファルトプラント バッチ式、混合能力 60t/h ● 同上 
アスファルトフィニッシャ ホィール型、幅 2.4～6.0m ●  現地での調達は不可能 

アス・ディストリビュータ 自走式、タンク容量 6,000ℓ ●  現地で調達可能な機材は老朽化
が著しいため日本調達とする 

散水(給水)車 タンク容量 5,500～6,500ℓ ●  同上 
コンクリートカッタ 油圧・走行式、径 45～56cm ●  同上 
発動発電機 定格容量 20～300kVA ●   現地施工業者からのリースが可能

フォークリフト エンジン駆動 1.5t ●   同上 
チップスレッダ 散布幅 2.0～5.0m ●   同上 
アス・エンジンスプレーヤ 手押し式、25ℓ/min ●   同上 
ポットミキサ エンジン掛、ドラム容量 150ℓ ●   同上 
タンパ、振動コンパクタ 60～80kg、40～60kg ●   同上 
 
3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

本件該当無し。 
 
3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

本件該当無し。 
 
3-2-4-9 実施工程 

実施工程は、単年度と国債の組合せとする。本プロジェクトを日本の無償資金協力により実施する

場合、以下の各階段を経て進行する。 

(1) 実施設計(詳細設計) 

コンサルタント契約締結後、当該コンサルタントは準備設計調査報告書を基に、道路建設に係る

詳細設計を行うとともに、同時に入札図書を作成し、「コ」国及び日本国関係機関の了承を得る。この

期間は、単年度分で 2.90 ヶ月、国債分で 4.40 ヶ月を要する。 
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(2) 入札業務 

入札図書の承認取得後、日本において PQ 公示・審査、入札の公示、入札図書の配布を行う。

「コ」国側関係者立会いの下で入札を実施し、入札評価を経てその内容が適切であると評価された

入札者が落札者となる。この期間は、単年度分で 3.10 ヶ月、国債分で 2.60 ヶ月を必要とする。 

(3) 道路建設工事 

インフラ・公共事業・復興省と日本企業の間で締結された契約は、日本国政府の認証を得て発効

する。契約企業は道路建設工事を開始する。この期間は単年度分で 13 ヶ月、国債分で 21 ヶ月を必

要とする。 

(4) 工事の完成 

日本の無償資金協力の手続きに基づき作成された単年度分の業務実施工程表を表 3-18 (1)に、

国債分の業務実施工程表を表 3-18(2)に示す。 

表 3-18(1) 業務実施工程表(単年度分) 

 月数 1 2 3 4 5 6

  (詳細設計、現地・国内)

     (入札補助)

 (計6.0ヶ月)

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

     (資機材調達・輸送、工事準備)

(既存構造物撤去工事)

    (道路土工事)

 (舗装工事)

 (路面排水工事)

 (付属施設工事)

(竣工検査・引渡し)

 (計13.0ヶ月)
注)　「コ」国は9月から4月までが雨期である。

本
体
工
事
・
施
工
監
理

実
施
設
計

▲ (業者契約)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-18(2) 業務実施工程表(国債分) 

 月数 1 2 3 4 5 6 7

  (詳細設計、現地・国内)

     (入札補助)

 (計7.0ヶ月)

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

(資機材調達・輸送)

(既存構造物撤去工事)

(道路土工事)

 (舗装工事)

 (路面排水工事)

 (付属施設工事)

(後片付け、竣工検査・引渡し)

 (計20.0ヶ月)
注)　「コ」国は9月から4月までが雨期である。

実
施
設
計

本
体
工
事
・
施
工
監
理

▲ (業者契約)
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3-3 相手国側分担事業の概要 

(1) 一般事項 

「コ」国側分担の一般事項について、両国間で合意された協議議事録において既に確認されてい

るが、ここではその内容を以下に記述する。 

① 建設工事開始までに、支障物件等の撤去・移設を実施しておく。 
② 認証された契約に基づく製品・サービスの供給に関して、受入国で生ずる関税、国内税

及びその他の公課を日本国民に対して免除する。 
③ 認証された契約に基づく製品、サービスの供給に関して、事業実施のために受入国に

入国し、または、滞在する日本国民に対し、それに必要な便宜を祉与する。 
④ 本プロジェクトのための資機材に対しての関税を免除する。 

(2) 本計画固有の事項 

無償資金協力として求められる一般事項以外の本計画特有の相手方負担事項及び費用は、表

3-19 に示すとおりである。 

表 3-19 相手国側負担事項及び費用 

工  種 内  容 負担金額*1 
(US$) 備  考 

(1) 簡易店舗移動 始点～ナバル交差点：26 
ナバル交差点～マテテ橋：9 800 インフラユニット 

(2) 埋設電線移設費 現道改良で影響する、中圧電
線の移設。対象距離 2,630m 281,600 電力公社(SNEL)

(3) 埋設電話線移設費 現道改良で影響する、電話線
の移設。対象距離 7,100m 202,100 国家郵便・通信

公社(OCPT) 
(4) 鉄道信号機・遮断

機の移設費 
信号機：9 箇所 
遮断機：7 箇所 77,500 国家交通公社

(ONATRA) 

(5) 街路樹伐採 

16 本 
PK3+650 : 1 本 
PK3+700 : 1 本 
PK5+450 : 1 本 
PK8+000-PK9+000 : 13 本 

6,700 キンシャサ州 

(6) 銀行手数料 A/P 費用 48,200 財務省 
合  計  616,900  

*1：先方からの情報がないため、日本の単価を基準にしたコスト

(3) 工事開始から終了までにおける要望 

工事を円滑に実施していくために相手国側に以下の事項を要望する。 

1) 本計画区間沿線住民への事業説明会の実施 

本プロジェクトの交換公文締結後、速やかに沿線住民もしくはその代表者を集め、実施機関の

インフラユニットが主体となって事業説明会を実施することを要望する。 

2) 交通安全 

工事中に交通整理員の指示に従うよう、歩行者及び運転手へ周知徹底することを要望する。 
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3) 工事中の不都合の通知の徹底 

工事による通過交通への不都合が予想される為、ラジオ等の広報メディアを通じて、道路利用

者に工事中の不都合の通知の徹底を要望する。 
 
3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 運営・維持管理体制 

本プロジェクト完了後の当該道路の日常維持管理は、道路公社の維持管理部(25 名)により、直営

で日常点検、日常維持管理を行う。また補修は、民営化により民間の施工業者に委託される。本プ

ロジェクトで整備する範囲には、特殊技術を必要とする工法は含まれていないことから、技術的にも

困難な問題はない。したがって、現在の体制で運営維持管理を行うことは可能であると判断される。 

(2) 維持管理業務の内容 

道路維持していくために必要な維持管理業務は以下のとおりである。 

① 定 期 点 検 ： 路面、排水施設、道路付帯施設等の点検 
② 日常維持管理 ： 路面、排水施設及び道路付帯施設等の清掃、簡易な補修 
② 補 修 ： 舗装クラックのシーリング、ポットホールのパッチング、路面表示(横

断歩道、区画線等)の再塗布、排水施設の破損箇所の修復 

(3) 維持管理上の留意点 

事業効果を持続するためには十分な維持管理を行い、常に良好な状態を保つとともに、施設の耐

久性を向上させることが重要となることから、以下の事項に留意する必要がある。 

① 定期的に点検を行い、常に施設の状況を把握しておく。 
② 雨期の前には、特に排水施設の清掃を十分に行う。 
③ 維持管理計画に基づく維持管理予算を確保する。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 運営・維持管理費 

本プロジェクトで整備された道路及び付帯施設に対しての主な維持管理業務は表 3-21 に示す日

常点検、清掃、補修であり、年間の道路維持管理費は約 11.5 万 US$(11.0 百万円)と推定される。こ

れら金額は、道路公社の道路維持管理予算の約 2.3%であり、十分な維持管理の実施が可能である

と判断される。 

2009 年度以降も同程度の予算が確保されることが確認されているため、十分な維持管理の実施

が可能と判断される。 

表 3-20 主な維持管理項目と費用 
単位：US$ 

形
態 

ｻｲ
ｸﾙ 維持管理項目 仕  様 単位 単 価 数量 回数 維持 

管理費 
パッチング 全車道舗装面積の 1.0% m2 22.96 1,229.00 12 338,614
路盤補修 全車道舗装面積の 1.0% m2 22.00 1,229.00 12 324,456
路肩補修 全路肩舗装面積の 2.0% m2 15.59 617.60 12 115,540
歩道補修 全歩道舗装面積の 2.0% m2 11.14 130.00 12 17,378
構造物の清掃 全横断暗渠、集水桝 25％ 箇所 102.85 16.50 12 20,364
同 上 全排水側溝の 25％ m 1.02 5,834.50 12 71,414

日
常 

毎
年 

小  計 I(12 年分)    887,767
路盤補修 全車道舗装面積の 2.0% m2 22.00 2,458.00 3 162,228
オーバーレイ 全車道舗装面積の 5.0% m2 19.34 6,145.00 3 356,532
路肩補修 全路肩舗装面積の 4.0% m2 15.59 1,235.20 3 57,770
歩道補修 全歩道舗装面積の 2.0% m2 11.14 130.00 3 4,344
構造物の補修 全横断暗渠、集水桝の 5％ 箇所 7,560.00 3.30 3 74,844
同 上 全排水側溝の 5％ m 7.56 1,166.90 3 26,465

定
期 

5
年
目 

小  計 II(5 年ごと 3 回、日常に代り実施さ
れる分)     682,185

  合 計 I+II(12 年分＋日常に代わり実施される 3 年分)  1,569,952
  運営・管理費 上記合計の 10% 式 - -  156,995
  合  計(15 年分)     1,726,948
  1 年当たりの費用     115,129
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3-6 協力対象事業実施にあたっての留意事項 

本プロジェクト実施にあたっての留意事項は以下のとおりである。 

① 本工事の対象区間には市街地が含まれるため、特に地域住民の安全管理面に留意す

る必要がある。 
② 主管官庁と実施機関が異なること、及び関連機関が多数あることから、調整に留意を払

う必要がある。 
③ 「コ」国側負担となる支障物件の移設・撤去工事は、交換公文調印後、速やかに着手す

る必要がある。 
④ 工事期間中の交通渋滞を軽減し、地域住民との無用なトラブルを回避するため、インフ

ラユニットが主体となって道路利用者や住民に対する事前の通知を徹底する必要があ

る。 
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第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

 



第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本計画の実施により、｢コ｣国のキンシャサ市内幹線道路であるポワ・ルー通りの交通渋滞が改善さ

れ、安全かつ円滑な交通が確保されることから、キンシャサ市の住民 800 万人に対する裨益効果が

見込まれる。本計画における効果については表 4-1 に示す。 

表 4-1 プロジェクトの効果 

現状と問題点 協力対象事業 
での対策 直接効果・改善程度 間接効果・改善程度 

無計画な都市の拡大
と人口集中、また 1986年
のキンシャサ市内暴動、
1996 年より 2002 年まで
の内乱により、都市整備
への投資は全くなされな
いまま、地方よりキンシャ
サへの人口が流入し、道
路を含むインフラ施設整
備が追いつかないままに
あった。 

対象道路は、舗装の
損傷が激しい箇所が多
く、路上に停車するバス
や故障車、車道を通行
せざるを得ない荷車、2
箇所の交差点における
左折待ち車輌により一般
車両の交通が妨げられ
ている。また、既存の排
水側溝にはゴミが溜ま
り、排水を阻害され、更
に排水路が整備されて
いない区間もあるなど、
排水不良による水の影
響で現道舗装を著しく破
損している。 

・道路改修 ① ポワ・ルー通りが改
修されることによ
り、現在、朝夕の
通勤・通学のピー
ク時 （朝 6 時～9
時、夕方 15 時～
18 時、合計 6 時
間）  の混雑による
平 均 速 度 8km/h
が、同 30km/hに改
善され、移動時間
が短縮する。また、
現状の交通容量
約 550 台/時間/車
線が 1,800 台/時間
/車線に増加する。

② 雨期の降水量に耐
えうる排水側溝が
整備され、道路が
冠水しないでスム
ースな走行が確保
される。 

③ 本計画道路が建
設されると、基本的
に高速車と低速車
は分離され、歩道
も左右に配置され
ることから、車輌及
び通行者の安全が
確保される。 

① 通過時間の短縮によ
り輸送コストが低減さ
れる。 

② 道路の交通容量、ア
クセス性の向上によ
りバス運行が促進さ
れ、一般市民の利便
性が向上する。 
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4-2 課題・提言 

4-2-1 相手側の取り組むべき課題・提言 

 

本計画の実施により、前述したとおりの効果が期待できるが、その効果をより確実にし、プロジェクト

着工前、事業実施中、及び完了以降も継続的に発展させることを踏まえ、「コ」国側は以下の課題に

取り組む必要がある。 

① 先方負担事項である支障物件の移設及び沿道の簡易店舗移設計画が、工事着手前

に実施されていることが必要である。これらが計画通り実施されていないことによって、工

事の進捗に影響をきたすことになる。 

② 道路維持管理体制の強化及び管理能力向上のため、継続的に技術者を確保するとと

もに人材育成を行う。 

③ 維持管理、特に舗装面の補修、排水施設の土砂・障害物の除去等が道路の状態を長

期に保つためには非常に重要である。短期・長期的な維持管理体制を構築するとともに、

それに基づく維持管理予算を遅滞なく確保する。 

④ 対象道路が整備されることによって一般交通量が増加するばかりだけでなく、大型車量

の増加も考慮される。一般に道路の破損 (特に舗装) の原因の一つは、過積載車両に

よる交通荷重によるものが挙げられる。今後の円滑な交通量を維持する上でも、過積載

車の規制及び取締り体制を確立するとともに、徹底して実施する必要がある。 
 
4-2-2 技術協力・他ドナーとの連携 

現在、ポワ・ルー通りと平行し、終点部で接合するルムンバ通りの改修を中国の援助により実施中

である。ポワ・ルー通りの終点部において、排水側溝との兼ね合いで一部摺り合わせする必要が考え

られるが、本計画の実施機関であるインフラユニットを通して協議する予定である。それ以外について

は、他ドナーと本計画との連携面で直接的な連携は生じないと考える。 

技術協力については、運営維持管理における技術者の技術力向上を目的として、道路運営・維

持管理部門の職員に対して、本邦での研修等による技術協力の必要がある。 
 
4-3 プロジェクトの妥当性

本プロジェクトの内容は、完成後に発現する効果の程度、対象となる施設の運用･維持管理の能

力などから、我が国の無償資金協力による協力対象事業として実施することは、以下の観点から妥

当と判断する。 

① 本計画の直接の受益者はキンシャサ市の住民 800 万人であり、間接的な受益者は「コ」

国民約 6,000 万人である。 

② プロジェクト完成後の対象道路の運営・維持管理は、過度に高度な技術は必要としない

ため、「コ」国の技術レベルでも十分対応が可能であると判断される。 

③ 本プロジェクトは、上位計画として位置づけられる「成長及び貧困削減に関する戦略文

書 (DSRP)」の戦略中心の一つである「社会サービスへのアクセス改善」に寄与する。ま

た、本プロジェクトは、インフラ・公共事業・復興省作成の 2008 年～2009 年インフラ整備
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プログラムによるキンシャサ市内道路整備計画にも位置づけられている重要プログラムで

ある。 

④ 本プロジェクトの実施は、地域住民の生活改善に直接的に寄与し、かつ、本プロジェクト

と関連する道路整備の進展に伴いキンシャサ市内と郊外との円滑な交通の確立につい

ても大きく寄与する。 

⑤ 環境社会配慮面では、住民移転は発生しないが、移動可能で簡易な施設で商売するキ

オスクは存在するため、キオスクの移動数が最小限となるような設計を行った。また、移

動するキオスクに関して、インフラユニットは社会的弱者に配慮した計画を策定し、適切

な処置によって進められるようにモニタリング計画を策定する。 

⑥ 既存道路の改修のため、プロジェクトによる環境破壊、住民移転などの環境社会配慮面

での問題は発生しない。 

4-4 結  論 

本プロジェクトは、前述のような効果が期待できると同時に、無償資金協力の本来の姿である相手

国の国家開発プロジェクトの実施に必要となる資金の一部を支援し、改修の緊急性が高い道路を改

修することにより、交通渋滞が緩和され、円滑で安全な都市交通を確保し、ポワ・ルー通り沿道の産

業の促進、並びに地域社会の経済活動の活性化に繋がり、広く住民の生活改善に資することから、

我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。また、本プロジェクト実施後の運営･

維持管理についても、道路公社は人員・資金的に問題ないと考えられる。さらに、課題･提言で述べ

た点が改善されれば、本プロジェクトの効果はより大きなものと成り得る。 
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資料 1. 調査団員・氏名 

 



資料 1. 調査団員・氏名 

 

(1) 準備調査時  

担  当  氏 名  所   属  

総 括 不破 雅実  国際協力機構経済基盤開発部 次長  

協力企画  宮田 克二  国際協力機構資金協力支援部 実施監理
第一課 企画役  

計画管理  伊藤 英樹  国 際 協 力 機 構 経 済 基 盤 開発 部 運 輸交 通・
情報通信第二課 調査役  

通訳  山岸 光哉  財団法人  国際協力センター 

業務主任/道路交通計画 井上 尚三  株式会社  アンジェロセック 

道路設計Ⅰ 清水 伸晴  株式会社  アンジェロセック 

道路設計Ⅱ 阿部 和成  株式会社 CPC 

自然条件調査  
/環境社会配慮  深澤 友雄  株式会社  ジャタコ 

施工計画 /積算  小野田 進 株式会社  アンジェロセック 

調達計画  アルノー・ 
セバスチャン 株式会社  アンジェロセック 

 

(2) 準備調査概要説明時  

担  当  氏 名  所   属  

総 括 梅 永  哲 国際協力機構経済基盤開発部 企画役  

協力企画  伊藤 英樹  国 際 協 力 機 構 経 済 基 盤 開発 部 運 輸交 通・
情報通信第二課 調査役  

通訳  安土 和夫  財団法人  国際協力センター 

業務主任/道路交通計画 井上 尚三  株式会社  アンジェロセック 

道路設計Ⅰ 清水 伸晴  株式会社  アンジェロセック 

自然条件調査  
/環境社会配慮  

アルノー・ 
セバスチャン 株式会社  アンジェロセック 
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資料 2. 調査工程 

(1) 準備調査時  

総 括  協 力 企 画  計 画 管 理  通 訳  業 務 主 任 ／道 路 交 通 計 画 道 路 設 計  I  （本 線 工 ）  道 路 設 計 I I  
（付 帯 工 ）  

自 然 条 件 調 査 (地 形 ・地 質 ) /  
環 境 社 会 配 慮  

施 工 計 画 /  
積 算  調 達 計 画  日

程  月  日  曜
日  

不 破  雅 実  宮 田  克 二  伊 藤  英 樹 山 岸  光 哉  井 上  尚 三  清 水  伸 晴  阿 部  和 成  深 澤  友 雄  小 野 田  進  アルノー セバスチャン  

1  3  6  金      
J L4 0 5  

東 京 1 1 :0 0 発 ～  
パリ 1 5 :4 5 着  

J L4 0 5  
東 京 1 1 :0 0 発 ～  

パリ 1 5 :4 5 着  
 

J L4 0 5  
東 京 1 1 :0 0 発 ～  

パリ 1 5 :4 5 着  
  

J L4 0 5  
東 京 1 1 :0 0 発 ～  

パリ 1 5 :4 5 着  

2  3  7  土      AF8 9 8  パリ 1 0 :3 0 発 ～
キンシャサ 1 8 :2 0 着  

AF8 9 8  パリ 1 0 :3 0 発 ～  
キンシャサ 1 8 :2 0 着   AF8 9 8  パリ 1 0 :3 0 発 ～  

キンシャサ 1 8 :2 0 着    AF8 9 8  パリ 1 0 :3 0 発 ～  
キンシャサ 1 8 :2 0 着  

3  3  8  日    現 地 視 察 ・団 内 協 議  

4  3  9  月      現 地 祭 日 ・ J IC A 打 ち合 わ
せ・C I 表 敬  

8 :0 0  J IC A 事 務 所 打 ち合 わせ
1 4 :3 0  インフラ局 表 敬  
1 6 :0 0  J IC A 打 ち合 わせ  
1 7 :0 0  他 ミッションとの勉 強 会  

  J IC A 事 務 所 打 合 せ・インフラ
ユニット協 議    

8 :0 0  J IC A 事 務 所 打 合 せ  
1 4 :3 0  インフラ局 表 敬  
1 6 :0 0  J IC A 打 ち合 わせ  
1 7 :0 0  他 ミッションとの勉 強 会  

5  3  1 0  火      インセプションプレゼン  

8 :0 0  再 委 託 会 社 （測 量 ）打 ち合
わせ  
1 1 :0 0  再 委 託 会 社 （交 通 量 調
査 ）打 ち合 わせ  
1 4 :3 0  キックオフミーティング  

  インフラユニットにてキックオフ
ミーティング    

8 :0 0  再 委 託 会 社 （測 量 ）打 ち合
わせ  
1 1 :0 0  再 委 託 会 社 （交 通 量 調
査 ）打 ち合 わせ  
1 4 :3 0  キックオフミーティング  

6  3  1 1  水      設 営 ・OR 打 ち合 わせ  

8 :0 0  再 委 託 会 社 (測 量 ）現 場 説
明  
1 1 :0 0  再 委 託 会 社 （交 通 量 調
査 ）ネゴ  
午 後  資 料 整 理  

  
午 前 OR 協 議 ・環 境 省 打 合
せ・ J IC A より午 後 ﾎﾃﾙ待 機 の
指 示  

  

8 :0 0  再 委 託 会 社 (測 量 ）現 場 説
明  
1 1 :0 0  再 委 託 会 社 （交 通 量 調
査 ）ネゴ  
午 後  資 料 整 理  

7  3  1 2  木      OR 打 ち合 わせ、世 銀 表 敬

1 0 :3 0  再 委 託 会 社 （土 質 試 験 ）
打 ち合 わせ  
1 4 :0 0  再 委 託 会 社 （交 通 量 調
査 ）ネゴ  

  午 前 環 境 社 会 配 慮 確 認 事 項
のﾘｽﾄｱｯﾌﾟ・午 後 世 銀 協 議    

1 0 :3 0  再 委 託 会 社 （土 質 試 験 ）
打 ち合 わせ  
1 4 :0 0  再 委 託 会 社 （交 通 量 調
査 ）ネゴ  

8  3  1 3  金      BCECO、UCO P、財 務 省 午 前 ・午 後  内 業  
1 6 :0 0  財 務 省 ヒヤリング  

J L4 0 5  
東 京 1 1 :0 0 発 ～

パリ 1 5 :4 5 着  
午 前 GEEC 協 議 ・午 後 資 料
収 集  

J L4 0 5  
東 京 1 1 :0 0 発 ～  

パリ 1 5 :4 5 着  
BCECO、UCO P 

9  3  1 4  土      SEP、現 地 地 下 埋 設 ：石 油

午 前  SEP（石 油 パイプ）合 同 現
場 視 察  
午 後  再 委 託 会 社 （交 通 量 調
査 ）契 約  
夕 方  空 港 出 迎 え  

AF8 9 8  パリ 1 0 :3 0
発 ～  

キンシャサ 1 8 :2 0 着
SEP 協 議 ・石 油 管 埋 設 調 査  

AF8 9 8  
パリ 1 0 :3 0 発 ～  

キンシャサ 1 8 :2 0 着  

午 前  SEP（石 油 パイプ）合 同 現
場 視 察  
午 後  再 委 託 会 社 （交 通 量 調
査 ）契 約  

1 0  3  1 5  日      団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理  

1 1  3  1 6  月      地 下 埋 設 、J IC A 打 ち合 わ
せ  

8：0 0  再 委 託 会 社 （土 質 調 査 ・
DCP 試 験 ）現 場 説 明 , J IC A 打 ち
合 わせ  
1 1 :0 0  土 質 試 験 所 視 察  
1 4 :0 0  再 委 託 会 社 （交 通 測 量 ）
打 ち合 わせ  
1 7 :0 0  J IC A 事 務 所  進 捗 報 告

J IC A 打 ち合 わせ、
現 場 視 察  

既 設 構 造 物 （電 気 ・電 話 ・水
道 管 ・石 油 ・鉄 道 ・塀 ）の移 設
撤 去 に関 わる費 用 及 び実 施

スケジュールの策 定  

J IC A 打 ち合 わせ、
現 場 視 察  地 下 埋 設 、J IC A 打 ち合 わせ  

1 2  3  1 7  火      EU、C I 打 ち合 わせ  
9 :3 0  再 委 託 会 社 （土 質 試 験 、
DCP 試 験 ）契 約  
1 1 :0 0  対 象 道 路 現 況 断 面 調 査
1 6 :0 0  再 委 託 会 社 （測 量 ）契 約

断 面 調 査 ・C AD 作
成  

既 設 構 造 物 （電 気 ・電 話 ・水
道 管 ・石 油 ・鉄 道 ・塀 ）の移 設
撤 去 に関 わる費 用 及 び実 施

スケジュールの策 定  

断 面 調 査 ・標 準 断
面  

既 設 構 造 物 （電 気 ・電 話 ・水 道
管 ・石 油 ・鉄 道 ・塀 ）  

1 3  3  1 8  水      JEC 米 田 、基 礎 研 究 打 ち合
わせ、交 通 量 調 査  

9 :3 0  再 委 託 会 社 （測 量 ）現 場 打
ち合 わせ  
1 1 :0 0  SEP 石 油 パイプ試 掘 立 会
1 4 :0 0  交 通 量 調 査 確 認  

交 通 量 調 査 ・計 画
断 面  

既 設 構 造 物 （電 気 ・電 話 ・水
道 管 ・石 油 ・鉄 道 ・塀 ）の移 設
撤 去 に関 わる費 用 及 び実 施

スケジュールの策 定  

JEC 米 田 、基 礎 研
究 打 ち合 わせ、調

査  
交 通 量 調 査 ・OR 打 ち合 わせ・

SEP 打 ち合 わせ  

1 4  3  1 9  木      J IC A 打 ち合 わせ  9 :0 0  既 存 排 水 系 統 調 査  
1 6 :0 0  J IC A 事 務 所 打 ち合 わせ

施 設 排 水 調 査

既 設 構 造 物 （電 気 ・電 話 ・水
道 管 ・石 油 ・鉄 道 ・塀 ）の移 設
撤 去 に関 わる費 用 及 び実 施

スケジュールの策 定  
施 設 排 水 調 査  交 通 量 調 査 ・計 画 断 面  

1 5  3  2 0  金      協 議 資 料 作 成  現 地 埋 設 確 認  現 地 埋 設 確 認 現 地 埋 設 確 認  道 路 状 況 調 査  再 委 託 先 との打 ち合 わせ  
1 6  3  2 1  土      協 議 資 料 作 成  協 議 資 料 作 成  CAD 解 析  現 地 資 料 まとめ  概 略 工 程 の検 討  交 通 量 のまとめ  
1 7  3  2 2  日  資 料 収 集 、整 理  

1 8  3  2 3  月  
OS0 5 2  東 京 1 1：5 5 発 ～ウィーン 1 6：0 0 着  

OS3 5 5  ウィーン 1 7：3 0 発 ～ブリュッセル 1 9：25 着  協 議 資 料 作 成  協 議 資 料 作 成  断 面 調 査 ・C AD 作
成  環 境 配 慮 手 続 の確 認  設 計 ・施 工 計 画 資

料 の作 成  資 材 調 達 事 情 調 査  

1 9  3  2 4  火  
午 前  現 地 調 査 、事 務 所 ブリーフ、  

午 後  キンベンベ大 統 領 顧 問 表 敬 ・インフラ省 (イン
フラユニット )表 敬 /無 償 プロ研 フィードバック等  

現 地 調 査 、キンベンベ大 統
領 顧 問 表 敬 ・インフラ省 (イ
ンフラユニット )表 敬  

道 路 状 況 調 査 、土 質 ・測 量 調 査
進 捗 確 認  

車 線 検 討 の断 面 の
検 討  環 境 配 慮 手 続 の確 認  設 計 ・施 工 計 画 資

料 の作 成  交 通 量 調 査 まとめ  

2 0  3  2 5  水  午 前  現 場 合 同 視 察  
午 後  日 本 大 使 表 敬 、方 針 確 認 打 ち合 わせ  

現 場 合 同 視 察  
日 本 大 使 表 敬 、方 針 確 認
打 ち合 わせ  

車 線 検 討 の断 面 の検 討  車 線 検 討 の断 面 の
検 討  環 境 配 慮 手 続 の確 認  設 計 ・施 工 計 画 資

料 の作 成  交 通 量 調 査 まとめ  

2 1  3  2 6  木  午 前  インフラ省 副 大 臣 表 敬  
午 後  ＯＲ副 総 裁 表 敬 、ＭＤ協 議  

インフラ省 副 大 臣 ・OR 副 総
裁 表 敬 表 敬 、資 料 まとめ  交 差 点 状 況 調 査  交 差 点 状 況 調 査 2 車 、4 車 線 における影 響 比

較 検 討  交 差 点 状 況 調 査  交 通 量 調 査 まとめ  

2 2  3  2 7  金  
午 前  副 首 相 府 表 敬 ,クエート資 金 による道 路 工 事

現 場 視 察  
午 後  国 際 協 力 省 表 敬 、キンシャサ市 長 表 敬 、Ｍ

Ｄ協 議 、  

副 首 相 府 表 敬 ,クエート資
金 による道 路 工 事 現 場  
国 際 協 力 省 表 敬 、キンシャ
サ市 長 表 敬  

協 議 資 料 作 成 、クエート資 金 によ
る道 路 工 事 現 場 視 察  

現 地 排 水 状 況 調
査  

2 車 、4 車 線 における影 響 比
較 検 討  

設 計 ・施 工 計 画 資
料 の作 成  資 材 調 達 事 情 調 査  

2 3  3  2 8  土  午 前  方 針 確 認 、M / D 案 修 正 、  協 議 資 料 作 成  協 議 資 料 作 成  現 地 排 水 状 況 調
査  

限 定 4 車 線 における影 響 検
討  

設 計 ・施 工 計 画 資
料 の作 成  資 材 調 達 事 情 調 査  

2 4  3  2 9  日  団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理  団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理  

2 5  3  3 0  月  対 処 方 針 の 終 確 認 、大 使 主 催 レセプション  対 処 方 針 の 終 確 認 、大
使 主 催 レセプション  道 路 状 況 調 査 解 析 まとめ  現 地 排 水 状 況 調

査  
限 定 4 車 線 における影 響 検

討  
積 算 関 連 調 査 、分
析 、整 理  調 達 関 連 調 査 、分 析 、整 理  

2 6  3  3 1  火  終 日  M / D 協 議  M / D 協 議  試 掘 の立 会 、データ解 析  試 掘 の立 会 、デー
タ解 析  

限 定 4 車 線 における影 響 検
討  

試 掘 の立 会 、デー
タ解 析  調 達 関 連 調 査 、分 析 、整 理  

2 7  4  1  水  大 統 領 府 表 敬 、M / D 終 協 議  大 統 領 府 表 敬 、M / D 終
協 議  再 委 託 調 査 の結 果 検 証  現 地 調 査 のデータ

まとめ  
環 境 手 続 確 認 、ステークホル

ダーの確 認  
車 線 決 定 に伴 う施
工 計 画 の策 定  再 委 託 先 との進 捗 打 ち合 わせ

2 8  4  2  木  午 前  M / D サイン  
午 後  事 務 所 ・大 使 館 報 告  

M / D サイン、J IC A 事 務 所 ・
大 使 館 報 告  道 路 状 況 調 査  道 路 状 況 調 査 環 境 手 続 確 認 、ステークホル

ダーの確 認  
車 線 決 定 に伴 う施
工 計 画 の策 定  調 達 関 連 調 査 、分 析 、整 理  

2 9  4  3  金  SN3 5 2  キンシャサ 2 0：45 発 ～ブリュッセル 7：10 着 協 議 結 果 等 のフィードバック
検 討  協 議 結 果 等 のフィードバック検 討 現 地 調 査 のデータ

まとめ  
進 捗 確 認 とインフラユニットと

の打 ち合 わせ  
車 線 決 定 に伴 う施
工 計 画 の策 定  調 達 関 連 調 査 、分 析 、整 理  

3 0  4  4  土  OS3 5 2  ブリュッセル 1 0：40 発 ～ウィーン 1 2：30 着  
OS0 5 1  ウィーン 1 4：0 0 発  

現 地 調 査 の ま と め と 今 後 の
調 査 の再 確 認  

現 地 調 査 のまとめと今 後 の調 査
の再 確 認  

現 地 調 査 のデータ
まとめ  TOR 案 の確 認  車 線 決 定 に伴 う施

工 計 画 の策 定  調 達 関 連 調 査 、分 析 、整 理  

3 1  4  5  日  ～東 京 8：1 0 着  団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理  
3 2  4  6  月          現 地 調 査  現 地 調 査  現 地 調 査  現 地 調 査  
3 3  4  7  火          現 地 調 査  現 地 調 査  現 地 調 査  現 地 調 査  

3 4  4  8  水          資 料 収 集 、とりまとめ  現 地 調 査  現 地 調 査 のデータ
まとめ  現 地 調 査  

3 5  4  9  木          資 料 収 集 、とりまとめ  現 地 調 査  AF8 9 9  
キンシャサ 2 1 :1 0 発

現 地 調 査  

3 6  4  1 0  金          J IC A 事 務 所 報 告  現 地 調 査  
～パリ  0 5 :5 5 着

J L4 0 6 パリ 1 9 :2 0 発
～  

現 地 調 査  

3 7  4  1 1  土          AF8 9 9  
キンシャサ 2 1 :1 0 発  現 地 調 査  ～東 京 1 4 :1 0 着 現 地 調 査  

積 算 関 連 調 査 、分
析 、整 理  調 達 関 連 調 査 、分 析 、整 理

3 8  4  1 2  日  復 活 祭 祝 日        ～パリ  0 5 :5 5 着  
J L4 0 6 パリ 1 9 :2 0 発 ～

団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理   団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理  

3 9  4  1 3  月  復 活 振 替 休 日 （イースター･マンデイ )   ～東 京 1 4 :1 0 着  土 質 試 験 室 打 ち合 わせ    環 境 関 連 ヒアリング  積 算 関 連 調 査 、分
析 、整 理  積 算 関 連 調 査 、分 析 、整 理

4 0  4  1 4  火            概 算 工 種 の選 定 、資 料 収 集   環 境 関 連 ヒアリング  積 算 関 連 調 査 、分
析 、整 理  積 算 関 連 調 査 、分 析 、整 理

4 1  4  1 5  水            測 量 成 果 チェック    環 境 関 連 ヒアリング  積 算 関 連 調 査 、分
析 、整 理  積 算 関 連 調 査 、分 析 、整 理

4 2  4  1 6  木            測 量 成 果 チェック    環 境 関 連 ヒアリング  AF8 9 9  
キンシャサ 2 1 :1 0 発  

AF8 9 9  
キンシャサ 2 1 :1 0 発  

4 3  4  1 7  金            成 果 まとめ、資 料 整 理    環 境 関 連 ヒアリング  
～パリ  0 5 :5 5 着  

J L4 0 6 パリ 1 9 :2 0 発
～  

～パリ  0 5 :5 5 着  
J L4 0 6 パリ 1 9 :2 0 発 ～  

4 4  4  1 8  土            構 造 物 健 全 度 診 査    環 境 関 連 ヒアリング  ～東 京 1 4 :1 0 着  ～東 京 1 4 :1 0 着  
4 5  4  1 9  日            管 理 ボーリング立 会    団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理      
4 6  4  2 0  月                  
4 7  4  2 1  火                  
4 8  4  2 2  水                  
4 9  4  2 3  木                  
5 0  4  2 4  金                  
5 1  4  2 5  土            

調 査 結 果 概 要 報 告 書 資 料 収
集 、とりまとめ  

  

調 査 結 果 概 要 報 告 書 資 料 収
集 、とりまとめ  

    
5 2  4  2 6  日            団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理   団 内 協 議 、資 料 収 集 、整 理      

5 3  4  2 7  月            調 査 結 果 概 要 報 告 書 資 料 収
集 、とりまとめ    調 査 結 果 概 要 報 告 書 資 料 収

集 、とりまとめ      

5 4  4  2 8  火            現 地 調 査    現 地 調 査      
5 5  4  2 9  水            J IC A 事 務 所 報 告    J IC A 事 務 所 報 告      

5 6  4  3 0  木            AF8 9 9  
キンシャサ 2 1 :1 0 発    AF8 9 9  

キンシャサ 2 1 :1 0 発      

5 7  5  1  金            ～パリ  0 5 :5 5 着  
J L4 0 6 パリ 1 9 :2 0 発 ～    ～パリ  0 5 :5 5 着  

J L4 0 6 パリ 1 9 :2 0 発 ～      

5 8  5  2  土            ～東 京 1 4 :1 0 着    ～東 京 1 4 :1 0 着      

 



(2) 準備調査概要説明時  
 

月 日 
曜

日 
総括 計画管理 通訳 

業務主任／ 

道路交通計画 

道路設計 I 

（本線工） 

自然条件調査

(地形・地質)/ 

環境社会配慮

   梅永 哲 伊藤 英樹 安土 和夫 井上 尚三 清水 伸晴 
アルノー・ 

セバスチャン 

8 21 金 

AF275 東京 12:00

発～ 

パリ 17:30 着 

AF275 

東京 12:00 発～ 

パリ 17:30 着 

AF275 

東京 12:00 発～

パリ 17:30 着 

JL405 

東京 11:05 発～パ

リ 16:40 着 

JL405 

東京 11:05 発～パリ

16:40 着 

AF277 

東京 21:55 発～パ

リ 04:15 着 

8 22 土 

AF898 パリ 11:10

発～ 

キンシャサ 18:00 着

AF898 パリ 11:10

発～ 

キンシャサ 18:00 着

AF898 パリ 11:10

発～ 

キンシャサ 18:00 着

AF898 パリ 11:10

発～ 

キンシャサ 18:00 着

AF898 パリ 11:10 発

～ 

キンシャサ 18:00 着 

AF898 パリ 11:10

発～ 

キンシャサ 18:00 着

8 23 日 

JICA 打合せ、現地

視察、資料収集、

整理 

JICA 打合せ、現地

視察、資料収集、

整理 

JICA 打合せ、現地

視察、資料収集、

整理 

JICA 打合せ、現地

視察、資料収集、

整理 

JICA 打合せ、現地視

察、資料収集、整理 

JICA 打合せ、現地

視察、資料収集、

整理 

8 24 月 

大使館、JICA 事務

所打合せ、インフラ

ユニット、道路公社

との協議 

大使館、JICA 事務

所打合せ、インフラ

ユニット、道路公社

との協議 

大使館、JICA 事務

所打合せ、インフラ

ユニット、道路公社

との協議 

大使館、JICA 事務

所打合せ、インフラ

ユニット、道路公社

との協議 

大使館、JICA 事務所

打合せ、インフラユニッ

ト、道路公社との協議 

大使館、JICA 事務

所打合せ、インフラ

ユニット、道路公社

との協議 

8 25 火 

インフラユニット、道

路公社との協議、

大統領府表敬 

インフラユニット、道

路公社との協議、 

インフラユニット、道

路公社との協議、

インフラユニット、道

路公社との協議、、

大統領府表敬 

インフラユニット、道路

公社との協議、 

インフラユニット、道

路公社との協議、

8 26 水 
インフラユニット、道

路公社との協議 

インフラユニット、道

路公社との協議 

インフラユニット、道

路公社との協議

インフラユニット、道

路公社との協議

インフラユニット、道路

公社との協議、 

協議

（ONATRA/SNEL） 

インフラユニット、道

路公社との協議,

協議(GEEC、OR, 

インフラユニット)

8 27 木 
インフラユニット、道

路公社との協議

インフラユニット、道

路公社との協議 

インフラユニット、道

路公社との協議

インフラユニット、道

路公社との協議

インフラユニット、道路

公社との協議、 

協議（OCPT） 

インフラユニット、道

路公社との協議,

協議(GEEC、OR, 

インフラユニット) 

8 28 金 
インフラユニット、道

路公社との協議

インフラユニット、道

路公社との協議 

インフラユニット、道

路公社との協議

インフラユニット、道

路公社との協議

インフラユニット、道路

公社との協議協議 

インフラユニット、道

路公社との協議、

協議(GEEC、OR, 

インフラユニット) 

8 29 土 

インフラユニット、道

路公社とのミニッツ

討議 

インフラユニット、道

路公社とのミニッツ

討議 

インフラユニット、道

路公社とのミニッツ

討議 

インフラユニット、道

路公社とのミニッツ

討議 

報告書作成 報告書作成 

8 30 日 
団内協議、資料収

集、整理 

団内協議、資料収

集、整理 

団内協議、資料収

集、整理 

団内協議、資料取

りまとめ、整理/報

告書作成 

団内協議、資料取りま

とめ、報告書作成 

団内協議、資料取

りまとめ、報告書作

成 

8 31 月 

インフラユニットとの

ミニッツ討議、JICA

事務所打合せ 

インフラユニットとの

ミニッツ討議、JICA

事務所打合せ 

インフラユニットとの

ミニッツ討議、JICA

事務所打合せ 

インフラユニットとの

ミニッツ討議、JICA

事務所打合せ 

インフラユニットとのミ

ニッツ討議、JICA 事

務所打合せ 

インフラユニットとの

ミニッツ討議、JICA

事務所打合せ 

9 1 火 

ミニッツ署名、大使

館報告、JICA 事務

所打合せ、AF899

キンシャサ 21:10 発

ミニッツ署 名 、大 使

館報告、JICA 事務

所打合せ、AF899 

キンシャサ 21:10 発

ミニッツ署名、大使

館報告、JICA 事務

所打合せ、AF899

キンシャサ 21:10 発

ミニッツ署名、大使

館報告、JICA 事務

所打合せ、AF899

キンシャサ 21:10 発

ミニッツ署名、大使館

報告、JICA 事務所打

合せ、AF899 

キンシャサ 21:10 発 

ミニッツ署名、大使

館報告、JICA 事務

所打合せ、AF899

キンシャサ 21:10 発

9 2 水 

～パリ 05:55 着

AF272 パリ 11:50

発～ 

～パリ 05:55 着 

AF272 パリ 11:50

発～ 

～パリ 05:55 着

AF272 パリ 11:50

発～ 

～パリ 05:55 着

JL406 パリ 19:20

発～ 

～パリ 05:55 着 

JL406 パリ 19:20 

発～ 

～パリ 05:55 着

AF272 パリ 11:50

発～ 

9 3 木 ～東京 6:50 着 ～東京 6:50 着 ～東京 6:50 着 ～東京 14:10 着 ～東京 14:10 着 ～東京 6:50 着

 

 



資料 3. 関係者(面会者)リスト 

 



資料 3. 関係者(面会者)リスト 

 
(1) 協力準備調査時  

1) 大統領府  (Office de Présidence) 

M.Kimbembe Mazunga Conseiller principal charge de l’amenagement du 
Territoire et des Infrastructures (国土開発・イン

フラ担当筆頭顧問) 

2) 副首相府  (VICE-PRIMATURE) 

M.Emile Bongeli Yeikelo Ya Ato Vice Premier Ministre (副首相) 

3) 国際協力省  (MCI) 

M.Mondonga-o-Batombadelye Raph Secretaire General (国際協力次官) 

4) キンシャサ州庁舎  (Province de Kinshasa) 

M.Andre Kimbuta Gouverneur de kinshasa (キンシャサ知事) 

5) インフラ・公共事業・復興省  (MITPR) 
M. Gervais NTIRUMENYERWA KIMONYO 

Vice Ministre (副大臣) 
M. Robert LENDO LENDO Conseiller Voiries (道路網顧問) 
M. Billy TSHIBAMBE Conseiller Routes (道路顧問) 

6) インフラ・公共事業・復興省  インフラユニット (MITPR Cellule Infrastructures) 

M. Amidou SERE Coordonnateur (コーデｲネーター) 
M. Théophile NTELA Coordonnateur Adjoint (副コーデｲネーター) 
M. Pierre BUNDOKI Chef de Section Administration & Finances (管

理・財務課長) 
M. Jean-Pierre MUTAMBA Chef de Section Voiries (道路網課長) 
M. Edouard KOKO Chef de Section Appui Institutionnel (制度支援

課長) 
M. Guy RONDEAU Expert Environnementaliste (環境専門家) 

7) 財務省  (MINFIN) 

M. MUZURI NYEMBO Conseiller Chargé de la Coopération (協力担当

顧問) 
M. EPHRECM LUITEIE Chargé de fiscal du marché et financement 

extérieur (市場税・外部財政担当官) 

8) 計画省  (Ministère du Plan) 

M. MPINGANAYI Directeur des Infrastructures (インフラストラクチャ

ー部長) 



9) インフラ・公共事業・復興省 /道路局  (Office des Routes) 

M.Athigo Lofimbo Bakundji Administrateur Délégue Général Adjoint (OR 副

総裁) 
M. Baudouin LOBO Administrateur Directeur Technique (技術管理

部長) 
M. Kabangu Chef de Division Exploitation (開発課長) 
M. Ngindu Chef de Division Etude (調査課長) 
M. KAPANGA KITENGE Ingénieur (技術者) 
M. KAMBALE KAMO Chef de Division Etudes (調査課長) 
M. Bruno BOLEKYMO Chef de Service Suivi Environnement (環境担当

課長) 
Mme. Marie Claire Bobali Chef de Division environnement (環境課長) 
Mlle. Nodom Emihe Bakanina Division environnement (環境担当) 

10) コンゴ環境調査グループ (Groupe d’Etudes Environnementales du Congo [GEEC]) 

M. Katenga Mawa KIDICHO Directeur Executif (総裁) 
M. Mpembele MUNZEMBA Responsible du Volet Infrastructure (インフラスト

ラクチャー担当官) 
M. Albert Kilubi Kichinja Yonneen Responsible formation et Renforcement des 

Capacites (形成強化責任者) 

11) 世界銀行  (Banque Mondiale) 

M. Alexandre K. DOSSOU Spécilaliste Senior des Transports (運輸部門シ

ニア専門家) 
M. Paul Martin Spécilaliste Senior des Environnement (環境部

門シニア専門家) 

12) 公共事業・インフラ省内都市整備計画局  (MITPR BEAU) 

M. Gabriel Kankonde Mbuyi Directeur National du BEAU (局長) 
M. Sylvian MPOVI BUKASA Directeur – coordinateur (局長補佐) 
M. Francois Nseka Sedi Directeur Aménagement du Teritoire (国土開発

担当局長) 
M. Léonard Tshimanga Nsata Directeur – coordinateur (局長補佐) 
M. Simon Claude Kiwa Chargé d’Etude principal (調査主任) 

13) 計画省内世銀プロジェクト調整ユニット (Ministère du Plan,  Unite de Coordination du 
Projet [UCOP]) 

M. Tobie Chalondawa Kaleshi Coordonnateur (コーデｲネーター) 
M. Patrice Kitebi Kibol M’Vul Directeur suivi - Evaluation /Suivi 

Environnemental et Social (環境社会評価担当

部長) 
M. Jean Marie Kimwamba Lundu Directeur des Opérations (実施支援部長) 
M. Philippe Ungi Assistant Suivi Environnemental (環境社会担当



補佐) 

14) 計 画 省 内 世 銀 調 整 ユ ニ ッ ト  (Ministère du Plan, Bureau Central de Coordination 
[BCECO]) 

M. Matata Ponyo Mapon Directeur Général (総裁) 
Dr. Ir.Y.Argun Expert Passation Marchés Banque Mondiale (世

銀契約調印専門家) 

15) コンゴ石油事業サービス (Service Entreprises Pétrolières Congolaises [SEP]) 

M. Clément BAYI KWABO ResponsibleUinité Maintenance Pipeline (パイプ

ライン保守責任者) 

16) 国 家 水 道 局 ・ SIG シ ス テ ム 課  (Régie Nationale de SIG Système d’Information 
Géographique [REGIDESO]) 

M. Nguwahele Mahimba ZACHARIE Chef de Division de Distribution Kinshasa Ouest 
(西キンシャサ配水課長) 

17) 国家交通省  (Office National des Transport [ONATRA]) 

M. Bundula Basolua Martin Directeur Voie et Travaux (路線工事担当部長) 
M. Basansua DESIRE Bureau d’Etude Voies et Travaux (路線工事調査

部付け) 
M. Kinvani Sous-Directeur Vois et Travaux (路線工事担当

副部長) 
M. Okenge Ralume Inspecteur Etudes (調査管理技師) 

18) コンゴ郵便  (OfficeCongolaise Poste Télécommunication [OCPT]) 

M. Lay Houni Hilaire Chef de Division, Assistant Technique (技術課

長補佐顧問) 
M. Tona MAOSINAU Direction Technique, Technicien des Reseaux (電

話網担当部長) 

19) コンゴ電力  (Société Nationale d’Electricité [SNEL]) 

M. Kusa N’LOMBI Dessinateur Moyenne Tension (中電圧担当者) 

20) アフリカ開発銀行  (Banque Africane de Developpement) 

M. Coulibaly Medjomo Représentant Résident (現地事務所代表) 

21) ANEE [NGO] 

M. Nicolas Shuku Onemba Directeur Exécutif (代表者) 

22) OCEAN (NGO) 

M. Kass Muteba Chargé du programme OCEAN (計画担当者) 

23) リメテ区  (Commune LIMETE) 



M. Titiulaire Ernest Numbi Kasongo Bourgmestre (区長) 
M. Gode Abamba Adjoint – Bourgmestre (区長補佐) 

24) キンシャサ市役所  (Ville de Kinshasa) 

M. Mbayo Kipamba Directeur des Travaux(工事部長) 
M. Théodore Lokakao Chargé d’Etudes Environnementales (環境調査

担当) 

25) 公共事業・インフラ省内道路排水公団  (MITPR OVD) 

M. Mgoma Directeur Contôle et Exploitation (管理運営部

長) 
M. Muzudi Directeur Voirie et Assainissement (市内道路・

排水担当部長) 
M. Steeve Kosoma Chargé du projet de Libération / 

Environnementale (環境社会プロジェクト担当) 

26) 在コンゴ民主共和国日本国大使館  
北沢 寛治  大使   
池田 潔彦  一等書記官（経協班長） 

26) JICA コンゴ民主共和国駐在員事務所  

飯 村  学 駐在員  
馬場 志帆  企画調査員  

 



(2) 準備調査概要説明時  

1) 大統領府  (Présidence) 
Mr. Henri Yav Mulang Directeur adjoint du cabinet (官房副長官) 

2) インフラ・公共事業・復興省インフラユニット (Cellule Infrastructres) 

Mr Amidou SERE Coordonnateur (調整官) 
Mr Théophile NTELA Coordonnateur adjoint (副調整官) 
Mr Jean Pierre MUTAMBA Chef de Section Routes (道路課長) 

3) 道路公社  (Office des Routes) 

Mr Joshua MUTIA Directeur des Etudes, Normalisation et 
Environnement) 設計・規格化・環境部長  

Mr Théophile Kapanga TSHITENGIE Ingénieur (エンジニア) 
Mr KAMBALA KAMO Ingénieur (道路課長、エンジニア) 
Mr Joshsa MUJICA Directeur des Etudes, Normalisation et 

Environnement (設計・規格化・環境部長) 

4) 在コンゴ民主共和国日本国大使館  

北沢 寛治  大使   
池田 潔彦  一等書記官（経協班長） 

5) JICA コンゴ民主共和国駐在員事務所  

米崎 英朗  駐在員  
柴田 和直  企画調査員  
馬場 志帆  企画調査員  

 

 



資料 4. 討議議事録(M/D) 

 



(1)  準備調査時 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 



 

 



 

 

 



 

(2) 準備調査概略説明時 

 

 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 

Cette page n’est pas divulguée pour des raisons de confidentialité. 
 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 



 

 



 

 

本ページは非公表  

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 

 

 



 

資料 5. 事業事前評価表(準備調査時) 

 

 



 

事業事前計画表(準備調査時) 

1 案件名  

コンゴ民主共和国キンシャサ市ポワ・ルー通り補修及び改修計画  

2 要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

本プロジェクトの対象道路のあるキンシャサ市は、長年の内戦の影響による
政府機能の不全に起因して、社会施設インフラの適正な維持管理が行われなかっ
た。特に、主要幹線道路においては舗装の老朽化は顕著であり、円滑な交通の妨
げとなっているため、深刻な渋滞が常態化しており首都機能を低下させている。

現在、キンシャサ市内において空港と市内を結ぶ道路としては、ルムンバ通
り、ポワ・ルー通りの 2 つのルートがある。後者のポワ・ルー通りは、元来、西
のバ・コンゴ州と、東のバンドゥンドゥ州を結ぶ幹線道路としての機能があるほ
か、空港とキンシャサ市内を結ぶ連絡道路、さらに沿道に位置する運輸業・製造
業のための産業道路でもある。しかし、道路面の経年劣化が激しく、特に雨季に
おいては通常の通行がほとんど不可能な状態となる。また、道路上の陥没を避け
対向車線を走行する車で交通は麻痺しがちである。さらに、自動車、歩行者、人
力荷車及び路上故障車との混合交通の状態が渋滞の原因となっている。  

このようなポワ・ルー通りの劣悪な道路状況を改善し、雨期での走行に影響

しないように排水改良を緊急に実施することにより市内・空港間の交通の改善が

必要である。  
国家開発計画として位置づけられている「成長および貧困削減に関する戦略

文書」(Document de la Stratégie de croissance et de Réduction de la Pauvreté : DSRP)、
いわゆる貧困削減戦略書は、中間報告書(DSRP-1)が採択されてから 3 年後の 2006
年 7 月にその完成版が発表された。現在、当該文章は、コンゴ民主共和国（以下、
「コ」国と称す）におけるあらゆる開発計画の最上位計画に位置づけられている。
具体的な戦略の中心となる柱として、以下の項目が挙げられている。  
①グッドガバナンスと恒久平和  
②マクロ経済安定化と成長  
③社会サービスへのアクセス改善と脆弱性削減  
④ヒト免疫不全ウイルス /後天性免疫不全症候群(HIV/AIDS)対策  
⑤コミュニティの活性化推進  

この中で、運輸セクターに関連するものは③の「アクセス改善」である。こ
れを受けて大統領は、インフラ、雇用、教育、水・電気、保健分野の 5 つの優先
分野を挙げ、重点的に復興を進めようとしておりインフラ整備はその中で最優先
課題分野である。  

本案件ポワ・ルー通りは、キンシャサ市の道路インフラを対象とする整備計
画の中で、最優先課題として盛り込まれている。  

3 プロジェクト全体計画概要   *下線部：本無償資金協力に直接関係する成果、活動

および投入  

(1) プロジェクト全体計画の目標(裨益対象の範囲及び規模) 
キンシャサ市の主要幹線道路であるポワ・ルー通りの交通渋滞が緩和する。  
裨益対象：キンシャサ市の住民約 800 万人  

(2) プロジェクト全体計画の成果  
ポワ・ルー通りが改修される。  

(3) プロジェクト全体計画の主要活動  
対象道路 11.92km間の道路整備を行う。  

(4) 投入(インプット) 
ア  日本側(＝本案件)：「施工・調達業者契約認証まで非公表」  

 



 

イ  相手国側  
(ア) 道路建設実施に伴う道路敷地内の簡易店舗移設費用  
(イ) 道路建設実施に伴う埋設電線移設費用  
(ウ) 道路建設実施に伴う埋設電話移設費用  
(エ) 道路建設実施に伴う鉄道信号機・遮断機の移設費用  
(オ) 道路建設実施に伴う街路樹伐採・移植  
(カ) 銀行手数料  

(5) 実施体制  
主管官庁：公共事業・復興・インフラ省(MITR) 
実施機関：公共事業・復興・インフラ省、インフラユニット  

4 無償資金協力案件の内容  
(1) サイト  

ポワ・ルー通り(延長 11.92km) 
(2) 概要  

対象道路延長 11.92km、U 字型側溝全線に渡り新設、道路横断暗渠 19 個所、集

水枡工 71 箇所、吐口工 1 個所及び道路付帯施設の整備  
(3) 相手国側負担事項  

①  道路建設実施に伴う道路敷地内の簡易店舗移設費用  
②  道路建設実施に伴う埋設電線移設費用  
③  道路建設実施に伴う埋設電話移設費用  
④  道路建設実施に伴う鉄道信号機・遮断機の移設費用  
⑤  道路建設実施に伴う街路樹伐採・移植  

(4) 概算事業費  
「施工・調達業者契約認証まで非公表」  

(5) 工期  
入札期間を含め約 33 ヶ月(予定) 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮  
道路改修に伴う簡易店舗の移動計画状況が相手国側によりモニターされる。  

5 外部要因リスク(プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの) 
(1) 政治不安による軍事衝突がキンシャサ市内で勃発しない。  
(2) 異常降雨による洪水など予想を越える自然災害が発生しない。  
6 過去の類似案件からの教訓の活用  

特になし  

7 プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案  

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標  
成果指標  現状の数値  (2009 年) 計画値  (2012 年) 
交通容量  550 台 /時間 /車線  1,800 台 /時間 /車線  
ピーク時（*）の平均時速  8km/h 30km/h 
（＊）ピーク時時間帯：朝６時～９時、夕方１５時～１８時、計６時間  
(2) その他の成果指標  

特になし  
(3) 評価のタイミング  

施設完了後  
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収集資料リスト 

調査名 ： キンシャサ市ポワ・ルー通り補修及び改修計画準備調査 

番号 名   称 
形  態 

図書・ビデオ 
地図･写真等 

オリジナル
・コピー 

発行機関 発行年 

1 軸重検討レポート 1982 図書 コピー OFFICE DE ROUTES 1982 

2 Monga-Bandundu 間環境社会調査報告書 
2005 年 3 月 Genivar 社 

図書 
コピー OFFICE DE ROUTES 2005 

3 2007 キサンガニーブタ間道路改修工事 
VolumeⅠ 一般情報書類 

図書 
コピー OFFICE DE ROUTES 2007 

4 同上 VolumeⅡ :PIECES TECHNIQUES 技術書類 図書 コピー OFFICE DE ROUTES 2007 
5 同上 VolumeⅢ :ANNEXES 付属書 図書 コピー OFFICE DE ROUTES 2007 

6 同上 
VolumeⅣ :PIECES CONFIDENTIELLES エンジニア予定価格内訳 

図書 
コピー OFFICE DE ROUTES 2007 

7 ETUDES DES PRECIPITATION 水文資料 
MAXIMUM ENREGISTR EN mm/5’10’20’30’ 

図書 
コピー OFFICE DE ROUTES ― 

8 KINSHASA-BINZA 2007,20082007~2008 の日雨量データ 図書 コピー OFFICE DE ROUTES 2008 
9 OR の組織図 図書 コピー OFFICE DE ROUTES ― 

10 自動車荷重について（ベルギー仕様） 図書 コピー OFFICE DE ROUTES ― 
11 DIRECTION DE LA REGIE 直営組織 OR 図書 コピー OFFICE DE ROUTES ― 

12 PROJET D’ENTRETIEN DES ROUTES 
REHABILITEES 維持管理計画書 

図書 
コピー OFFICE DE ROUTES 2008 

13 1996 から 2007 OR と ODV の予算 図書 コピー OFFICE DE ROUTES 2008  
14 OR 維持管理局の現状 図書 コピー OFFICE DE ROUTES 2008 
15 公共事業省大臣顧問往訪議事録 21/01/09 図書 コピー JICA 2009 
16 国家道路維持管理基金設立書 図書 コピー CELLULE INFRASTRUCTURES 2009 
17 インフラユニット改革書 図書 コピー CELLULE INFRASTRUCTURES 2009 
18 コンゴ建設業者リスト JEC 米田さんより 図書 コピー UNOP 2009 
19 プロ形の SEP 訪問議事録 図書 コピー SEP 2008  
20 産業道路適用仕様 OR 図書 コピー OFFICE DE ROUTES 2009 
21 税務関連の資料 図書 コピー Ministère des Finance 2004 
22 キンシャサ市内開発計画図  図書 コピー CELLULE INFRASTRUCTURES 2009 

 



 

番号 名   称 
形  態 
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地図･写真等 

オリジナル
・コピー 

発行機関 発行年 

23 CITY NEW 飯村さん提供 毎週あり 電子データ コピー Citi Bank 2009 
24 PASSAGE A  NIVEAU ONATRA 管理の踏切リスト 図書 コピー ONATRA 2009 
25 TRAINS URBAINS (鉄道時刻表) 図書 コピー ONATRA 2009 
26 OR PERSONNEL (OR 職員) 図書 コピー OFFICE DE ROUTES 2009 
27 東西道路ＦＳ(和、仏)JICA キンシャサより 図書 コピー JICA 1990 

28 PROJET DES NORMES ROUTIER 
道路技術仕様書作成計画 2007~2008 未公開 

図書 
コピー OFFICE DE ROUTES 2008 

 
29 道路標識集 図書 コピー CNPR 2004 
30 交通ルール集 後半に車線テーパーの在り方等のガイドあり 図書 オリジナル CNPR 2004 
31 業者リスト (インフラユニットより提供) 図書 コピー Cabinet du President 2009 

32 ＴＰ業者割当てルール 図書 
コピー MINISTERE DES TRAVAUX 

PUBLICS ET INFRASTRUCTURES 2003 

33 日本のＮＴＣコンサルよりの地元業者情報 図書 コピー NTC 2008 
35 ONATRA KINSHASA 図書 オリジナル ONATRA ― 
36 ONATRA MATADI 図書 オリジナル ONATRA ― 
37 地中電線(中圧)系統図 地図 コピー SNEL ― 

38 物価指数 図書 
オリジナル

INSTITUT NATIONAL DE LA 
STATISTIQUE 2008 

39 人口統計 図書 
オリジナル

INSTITUT NATIONAL DE LA 
STATISTIQUE 1984 

40 インフラ局設立省令 図書 
コピー MINISTERE DES TRAVAUX 

PUBLICS ET INFRASTRUCTURES 2004 

41 Statiques Mensuelles des Recettes des Operations d'Immatriculation 2004 
-2008(except 2007) 

図書 
コピー SECTION URBAINE DES IMPOTS

DE KINSHASA 2008 

42 Brochuret of Afritec Sprl 図書 コピー Afritec Sprl 2009 
43 Journal Officiel de la RDC 図書 オリジナル Cabinet du President de la Republique 2004 
44 Impot sur le Chiffre d'Affaires a l'Interieur (ICA) 図書 パンフレット Direction General des Impot 2008 
45 Code du Travail 図書 オリジナル CADICEC 2002 
46 Fonctionnement de la Cellule Infrastructures (Letter from CI) 図書 オリジナル CELLULE INFRASTRUCTURES 2009 
47 OR 組織図（維持管理）  コピー OFFICE DE ROUTES  

 



 

番号 名   称 
形  態 

図書・ビデオ 
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オリジナル
・コピー 

発行機関 発行年 

48 Principes Fondamentaux Relatifs a la Libre Administration des Provinces 
(Journal Officiel) 

図書 
コピー Journal Officiel de la RDC 2008 

49 Plan Local d'Amenagement de Kinshasa Voirie Primaire 図書 コピー BEAU 2005 
50 Classification des Routes de la Ville de Kinshasa 図書 コピー Ville Province de Kinshasa 2005 
51 キンシャサ地形図（1/50,000） 地図 電子データ Institut Geographique Congo 1967 
52 OVD の予算・組織・機械 図書 コピー  ― 
53 クエート基金プロジェクト標準横断図 図書 コピー  ― 
54 2009 年国家予算（インフラ省予算） 図書 コピー  2008 
55 Purus 情報 図書 コピー  2008 
56 インフラユニット情報 図書 コピー  2008 
57 産業道路交通事故統計資料 図書 コピー  2008 
58 インフラユニットの設立省令 図書 コピー  2005 
59 世銀 PRO-ROUTE APPRAISAL REPORT 図書 コピー  2008 
60 インフラユニット発出の PQ 公示 図書 コピー  2006 
E-1 GEEC 概要パンフレット 図書 コピー GEEC 2007 
E-2 環境管理と保護に関する規定プロジェクト 図書 電子データ GEEC - 
E-3 都市・社会緊急リハビリ計画（PURUS プロジェクト） 図書 電子データ GEEC 2008 
E-4 環境社会影響評価（PUSPRES プロジェクト） 図書 電子データ GEEC 2006 
E-5 環境社会評価（PUAACV プロジェクト） 図書 電子データ GEEC 2006 
E-6 経済社会再統一プロセス支援緊急プロジェクト 図書 電子データ GEEC 2006 
E-7 環境社会影響評価レポート 図書 電子データ GEEC - 
E-8 環境省組織構造 図書 コピー GEEC 2007 
E-9 国道 1 号線における環境社会影響調査（アフリカ開発銀行） 図書 コピー CELLULE INFRASTRUCTURES - 

E-10 国道 1 号線、Nsele-Lufimi et Kwango-Kenge 間における環境社会影響調査
（アフリカ開発銀行）  

図書 コピー CELLULE INFRASTRUCTURES 2005 

E-11 コンゴ国道路プロジェクトにおける環境社会評価ガイドライン 図書 コピー CELLULE INFRASTRUCTURES - 
E-12 環境調査業務リスト 図書 オリジナル BEAU - 
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オリジナル
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発行機関 発行年 

E-13 第 4 編 公共と行政の法律 図書 コピー OFFICE DE ROUTES - 
E-14 プライベートセクター環境プロセス（アフリカ開発銀行） 図書 電子データ OFFICE DE ROUTES - 
E-15 環境政策（アフリカ開発銀行） 図書 電子データ OFFICE DE ROUTES - 
E-16 非自発的住民移転政策（世銀） 図書 電子データ OFFICE DE ROUTES - 
E-17 環境と投資（ヨーロッパ銀行） 図書 電子データ OFFICE DE ROUTES - 
E-18 環境政策（世銀） 図書 電子データ OFFICE DE ROUTES - 
E-19 総合環境プログラム手法（ヨーロッパ経済共同体） 図書 電子データ OFFICE DE ROUTES - 
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